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（別 紙）

第１ 国の予算等

政府は、平成２７年１１月２７日「平成２８年度予算編成の基本方針」（別

添資料第１）を閣議決定するとともに、１２月２２日に「平成２８年度の経済

見通しと経済財政運営の基本的態度」（別添資料第２）を閣議了解し、これに

基づいて同月２４日、平成２８年度予算政府案（別添資料第３）を閣議決定し

た。

１ 平成２８年度予算は、「平成２８年度予算編成の基本方針」の次のような基

本的考え方により編成された。

(1) 基本的考え方

① 「経済・財政再生計画」の着実な推進

ア 「経済再生なくして財政健全化なし」。これは、経済財政運営におけ

る安倍内閣の基本哲学であり、２０２０年度（平成３２年度）の財政健

全化目標の達成に向けた今後５年間の基本方針でもある。我々が目指す

のは経済再生と財政健全化の二兎を得る道である。

イ 我が国経済は、大胆な金融政策、機動的な財政政策、民間投資を喚起

する成長戦略を柱とする経済財政政策を推進してきた結果、雇用・所得

環境の改善傾向が続く中で、２０１５年度（平成２７年度）の国・地方

の基礎的財政収支（プライマリー・バランス。以下「ＰＢ」という。）

赤字対ＧＤＰ比半減目標も達成見込みである。この成果の上に、「デフ

レ脱却・経済再生」と「財政健全化」を双方共に更に前進させる。

ウ 政府の経済財政運営の根幹である「経済財政運営と改革の基本方針

２０１５」（平成２７年６月３０日閣議決定。以下「基本方針２０１５」

という。）は、経済再生と財政健全化を共に達成しつつ、中長期的に持

続する成長メカニズムの構築を目指す取組である。すなわち、経済再生

については、消費や投資の拡大に結び付く経済の好循環の拡大、イノベ

ーション等を通じた生産性の向上や供給面の取組による潜在的な供給力

の強化、人口減少と地域経済の縮小の悪循環の連鎖に歯止めをかける、

まち・ひと・しごとの創生を目指すものである。

こうした中、緩やかな回復基調にある我が国の経済は、いまだ個人消
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費の回復に地域間でのばらつきや生産活動が弱含むところもあり、地方

によっては経済環境に厳しさがある。このため、ローカル・アベノミク

スの浸透を更に図ることが重要である。

政府としては、今後とも、中国経済の減速などの足元の経済情勢のリ

スク要因を注視しつつ、基本方針２０１５に沿って経済財政運営を進め

ていく。

エ 基本方針２０１５に盛り込まれた「経済・財政再生計画」においては、

２０２０年度（平成３２年度）の財政健全化目標を堅持し、計画期間の

当初３年間（２０１６～２０１８年度（平成２８～３０年度））を「集

中改革期間」と位置づけ、集中改革期間における改革努力のメルクマー

ルとして、２０１８年度（平成３０年度）のＰＢ赤字の対ＧＤＰ比

▲１％程度を目安としている。

そのための取組として、「デフレ脱却・経済再生」、「歳出改革」、

「歳入改革」を３本柱とし、そのうち、「歳出改革」については、「公

的サービスの産業化」、「インセンティブ改革」、「公共サービスのイ

ノベーション」という３つの取組を中心に着実に推進する。

歳出改革については、経済財政諮問会議の下に設置された経済・財政

一体改革推進委員会において、主要歳出分野ごとの成果指標（ＫＰＩ）

設定や改革工程表の策定、誰もが活用できる形での情報開示（見える

化）の徹底など、計画の具体化を進め、今後、改革工程表に沿って、着

実に実行する。また、同委員会において、改革の進捗管理、点検、評価

を行う。

② 「一億総活躍社会」の実現とＴＰＰ（環太平洋パートナーシップ）を踏

まえた対応

ア アベノミクスの第二ステージで掲げた新・三本の矢の第一の矢「希望

を生み出す強い経済」は、これまでの三本の矢を束ねて一層強化したも

のであり、具体的な目標は戦後最大の名目ＧＤＰ６００兆円を２０２０

年（平成３２年）頃に達成することである。その成長の果実を活用して、

第二の矢の「夢をつむぐ子育て支援」、第三の矢の「安心につながる社

会保障」を推進し、地方創生、国土強靱化、女性の活躍などの取組とあ
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いまって、第二、第三の矢が「強い経済」にも寄与するメカニズムを通

じて、新・三本の矢が一体となって成長と分配の好循環を強固なものと

していく。

政府は、誰もが生きがいをもって、充実した生活を送ることができる

「一億総活躍社会」の実現を目指し、「一億総活躍国民会議」を発足さ

せ、平成２７年１１月２６日に緊急に実施すべき対策が取りまとめられ

たところである。

この緊急対策に取り組むことにより、名目ＧＤＰ６００兆円経済実現

に向けた動きを加速するとともに、デフレ脱却を確実なものとし、足元

の景気をしっかり下支えする。

イ ＴＰＰ協定についても、平成２７年１０月に大筋合意に達したことか

ら、ＴＰＰを真に我が国の経済再生、地方創生に直結するものとするた

め、平成２７年１１月２５日に決定した「総合的なＴＰＰ関連政策大

綱」を踏まえ、我が国産業の海外展開・事業拡大や生産性向上、農林水

産業の競争力の強化など、将来の成長、発展を視野に入れた取組を進め

る。

これらの取組は、いずれも将来の我が国の成長、発展を見据えた重要な

政策課題であり、それぞれを着実に、かつ整合的に進めていくことが必要

である。

(2) 予算の編成についての考え方

① 「一億総活躍社会」の実現、ＴＰＰを踏まえた対応

強い経済を実現するとともに、少子高齢化という構造的な問題について

正面から取り組むことにより、将来への安全を確保し、誰もが生きがいを

持って充実した生活を送ることができる「一億総活躍社会」の実現に向け

た取組や、ＴＰＰを真に我が国の経済再生、地方創生に直結するものとす

るための取組といった喫緊の重要課題への対応に関しては、平成２７年度

補正予算での対応と併せて、「経済・財政再生計画」の趣旨や施策の優先

順位を踏まえ、適切に対処する。

② 「経済・財政再生計画」初年度における歳出改革の推進

ア 平成２８年度は、「経済・財政再生計画」の初年度に当たることから、
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「デフレ脱却・経済再生」への取組を加速させるとともに、改革工程表

を十分踏まえた上で、歳出改革を着実に推進するとの基本的考え方に立

ち、改革工程表における取組を的確に予算に反映させる。あわせて、同

計画における国の一般歳出の水準の目安を十分踏まえた上で、予算編成

を行う。

イ 具体的には、改革工程表に基づき実施する平成２８年度の取組が、予

算に反映する施策である場合は、予算編成過程における検討を経た上で、

平成２８年度予算にその取組を反映させる。特に、歳出改革に向けた施

策の展開、見える化やＰＤＣＡサイクル構築に資するエビデンスの収集

などが必要な場合には、有効と考えられるモデル事業、実証実験の取組

について、検証スケジュールなど時間軸を明確にした上で、これまでの

実績も踏まえ、平成２８年度予算にその取組を反映させる。

ウ 歳出改革の実現には、それぞれの施策、事業の実行主体が、責任を持

って対応していくことが不可欠となる。こうした観点から、平成２８年

度歳入歳出概算についての閣議決定時において、予算への反映を含めた

「経済・財政再生計画」に沿った取組について、各府省において適切に

公表を行う。

こうした取組により、政策効果の見える化やＰＤＣＡサイクルの強化

を促し、国民参加で更なる改革を推進していく。同時に、経済財政諮問

会議における点検・評価や情報発信、行政事業レビュー等を通じて、各

府省の取組を後押しする。

エ 予算編成においては、東日本大震災からの復興を加速するとともに、

我が国財政の厳しい状況を踏まえ、歳出全般にわたり、聖域なき徹底し

た見直しを、引き続き、手を緩めることなく推進する。地方においても、

国の取組と基調を合わせ徹底した見直しを進める。

「新しい日本のための優先課題推進枠」については、歳出改革に寄与

するものを含め、政策効果が高いと認められるものに絞り込んで措置す

る。

２ このような方針に基づいて編成された平成２８年度の一般会計予算の規模は、

９６兆７，２１８億円（前年度比３，７９９億円、０．４％増）で、基礎的財
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政収支対象経費は７３兆１，０９７億円（前年度比２，１８５億円、０．３％

増）となっている。

財政投融資計画の規模は、１３兆４，８１１億円（前年度比１兆１，４０４

億円、７．８％減）となっている。

また、「平成２８年度の経済見通しと経済財政運営の基本的態度」において

は、平成２８年度の国内総生産は５１８．８兆円程度、名目成長率は３．１％

程度、実質成長率は１．７％程度となるものと見込まれている。

第２ 地方財政対策

１ 通常収支分

平成２８年度においては、交付団体をはじめ地方の安定的な財政運営に必要

となる地方の一般財源総額について、平成２７年度地方財政計画の水準を下回

らないよう実質的に同水準を確保することを基本として地方財政対策を講じる

こととした。その概要は次のとおりである。

(1) 一般財源総額の確保

地方の安定的な財政運営に必要な地方税、地方交付税等の一般財源総額に

ついて、前年度に比して１，３０７億円、０．２％増の６１兆６，７９２億

円と、平成２７年度地方財政計画を上回る額を確保することとしている。

(2) 財源不足とその補塡措置

平成２８年度においては、地方税収入や地方交付税の原資となる国税収入

が増加するとともに、経費全般について徹底した節減合理化に努めたが、社

会保障関係費の自然増が見込まれることなどにより、５兆６，０６３億円の

財源不足額が生じ、平成８年度以来２１年連続して「地方交付税法」（昭和

２５年法律第２１１号）第６条の３第２項の規定に該当することとなった。

このため、財源不足のうち建設地方債（財源対策債）の増発等により対処

することとした残余については、平成２６年度に講じた平成２８年度までの

制度改正に基づき、国と地方が折半して補塡することとし、国負担分につい

ては、国の一般会計から交付税特別会計への繰入れによる加算（臨時財政対

策特例加算）により、地方負担分については、「地方財政法」（昭和２３年

法律第１０９号）第５条の特例となる地方債（臨時財政対策債）により補塡
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措置を講じることとするとともに、臨時財政対策債の元利償還金相当額につ

いては、その全額を後年度地方交付税の基準財政需要額に算入することとし

ている。

上記の考え方に基づき、平成２８年度の財源不足額５兆６，０６３億円の

うち、「折半対象以外の財源不足」については、

ア 公共事業等債等の充当率の臨時的引上げ等による建設地方債（財源対

策債）の増発 ７，９００億円

イ 地方交付税の増額 ７，５３６億円

（ア）平成２７年度以前の地方財政対策等に基づき地方交付税法の定める

ところにより平成２８年度に加算することとされている額（以下「既

往法定分」という。）等の交付税特別会計への繰入れ

５，５３６億円

（イ）地方公共団体金融機構の公庫債権金利変動準備金の活用

２，０００億円

ウ 地方が負担する過去に発行された臨時財政対策債の元利償還等に係る

臨時財政対策債の発行 ３兆５，１３３億円

により補塡することとした。その上で、これらを除く、５，４９４億円につ

いて、国と地方が折半してそれぞれ補塡措置を講じることとしている。その

他の留意点は以下のとおりである。

① 国の一般会計からの既往法定分等の加算額５，５３６億円の内訳は、地

方交付税法附則第４条の２第２項（公共事業等臨時特例債の利子負担額

等）に基づく加算額３，４３６億円及び投資的経費（単独）と一般行政経

費（単独）の一体的かい離是正分の一般財源に相当する地方財源不足分に

ついて、後年度に地方交付税総額に加算することにより調整することとさ

れた額２兆９，２２４億円のうちの２，１００億円であること。

② 折半対象財源不足額（５，４９４億円）のうち国負担分２，７４７億円

については、臨時財政対策特例加算により補塡措置を講じることとしてい

ること。

③ 平成２８年度における臨時財政対策債の発行額は、折半対象財源不足額

のうち地方負担分（２，７４７億円）に、地方の負担である過去に発行さ
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れた臨時財政対策債の元利償還等に係る次の発行額の合算額（３兆

５，１３３億円）を加えた３兆７，８８０億円とすることとしていること。

ア 平成１３年度以降に発行した既往の臨時財政対策債の元利償還に起因

する財源不足額等 ２兆９，８３８億円

イ 交付税特別会計借入金の利払費予算額に相当する額

１，５８４億円

ウ 交付税特別会計借入金の償還のため発行する額（かい離是正分加算

２，１００億円を控除した額） １，９００億円

エ 地方交付税法附則第４条の２第３項に基づき平成２８年度において交

付税の総額から減額することとしている額について国・地方の適切な負担

調整を行う観点から発行する額 １，８１１億円

(3) 地方交付税の総額

平成２８年度の地方交付税の総額は１６兆７，００３億円（前年度比

５４６億円、０．３％減）となっており、その内訳は以下のとおりである。

① 一般会計 １５兆１，５７８億円

ア 地方交付税の法定率分等 １４兆３，２９５億円

（ア）所得税・法人税・酒税・消費税の法定率分

１４兆５，１０６億円

（イ）国税減額補正精算分（平成２０、２１年度） △１，８１１億円

イ 一般会計における加算措置 ８，２８３億円

（ア）折半対象以外の財源不足における補塡（既往法定分等）

５，５３６億円

（イ）臨時財政対策特例加算 ２，７４７億円

② 特別会計 １兆５，４２５億円

ア 地方法人税の法定率分 ６，３６５億円

イ 特別会計における加算措置等 ７，０６０億円

（ア）交付税特別会計借入金償還額 △４，０００億円

（イ）交付税特別会計借入金支払利子 △１，５８４億円

（ウ）平成２７年度からの繰越金 １兆２，６４４億円

ウ 地方公共団体金融機構の公庫債権金利変動準備金の活用
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２，０００億円

また、次の①及び②に掲げる額の合計額については、新たに平成３４年度

以降の地方交付税の総額に加算することとし、その旨法律に定めることとし

ている（法定加算）。

① 平成４年度までの投資的経費に係る国庫補助負担率の引下げ措置に伴い

一般会計から交付税特別会計に繰り入れることとしていた額 ５億円

② 平成９年度の地方消費税の未平年度化の影響に関し、一般会計から交付

税特別会計に繰り入れることとしていた額 １０億円

(4) 「重点課題対応分（仮称）」の創設

地方における現下の喫緊の重点課題に対応するため、当面、地方財政計画

の一般行政経費に「重点課題対応分（仮称）」２，５００億円を計上するこ

ととしており、その内訳は以下のとおりである。

① 自治体情報システム構造改革推進事業 １，５００億円

② 高齢者の生活支援等の地域のくらしを支える仕組みづくりの推進

５００億円

③ 森林吸収源対策等の推進 ５００億円

(5) まち・ひと・しごと創生事業費の確保

地方公共団体が自主性・主体性を最大限発揮して地方創生に取り組み、地

域の実情に応じたきめ細かな施策を可能にする観点から、平成２７年度に創

設された「まち・ひと・しごと創生事業費」について、前年度同額の１兆円

を計上することとしている。

なお、平成２８年度の財源については、法人住民税法人税割の交付税原資

化に伴う偏在是正効果を２，０００億円、地方公共団体金融機構の公庫債権

金利変動準備金の活用を２，０００億円、他の財源（６，０００億円）につ

いては平成２７年度と同様としている。

(6) 一般財源総額の質の改善と財政健全化

一般財源総額の質の改善と財政健全化を図る観点から、以下の取組を行う

こととしている。

① 地方税・地方譲与税等が大きく伸び、リーマンショック以前の水準にま

で回復していることに伴い、折半対象財源不足が前年度に比し大幅に減少
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し、５，４９４億円（前年度比２兆３，５６５億円、８１．１％減）とな

ること。

② 地方税が増収となる中で、地方交付税総額については、平成２７年度と

ほぼ同程度の額を確保しつつ、赤字地方債である臨時財政対策債の発行を

大幅に抑制（前年度比７，３７０億円、１６．３％減）することとしてい

ること。

③ 交付税特別会計借入金について、償還計画どおり４，０００億円の償還

を実施することとしていること。

④ 平時モードへの切替えを進めるため、地域経済基盤強化・雇用等対策費

（歳出特別枠）について、必要な歳出を４，０００億円確保した上で、同

額を減額することとしていること。また、別枠加算（前年度２，３００億

円）についても、前年度とほぼ同程度の交付税総額を確保した上で、廃止

することとしていること。

(7) 地方税制改正

平成２８年度地方税制改正においては、経済の好循環を確実なものとする

ため、成長志向の法人税改革の一環として法人事業税所得割の税率引下げと

外形標準課税の拡大等のための税制上の措置を講ずることとしている。また、

地方創生の推進等を図るため地方法人課税の偏在是正に向けた措置等を講ず

るとともに、消費税率（国・地方）１０％引上げ時の平成２９年４月に自動

車税及び軽自動車税に環境性能割を導入するなど車体課税の見直し等のため

の税制上の措置を講ずることとしている。

(8) 通常収支分の規模

通常収支分の歳入歳出規模（平成２８年度地方財政計画ベース）は８５兆

７，７００億円程度（前年度比５，０００億円程度、０．６％程度増）、歳

出のうち公債費（公営企業繰出金中企業債償還費普通会計負担分を含む。）

及び不交付団体水準超経費を除く地方一般歳出の規模は６９兆９，２００億

円程度（前年度比６，１００億円程度、０．９％程度増）となる見込みであ

る（別添資料第４）。

また、通常収支分の一般財源（地方税、地方譲与税、地方特例交付金、地

方交付税及び臨時財政対策債の合計額をいう。）の総額は６１兆６，７９２
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億円（前年度比１，３０７億円、０．２％増）となる見込みであり、一般財

源の総額から不交付団体水準超経費に相当する額を控除した額（交付団体

ベース）は６０兆２，２９２億円（前年度比６０７億円、０．１％増）とな

る見込みである。

さらに、地方債依存度は１０．３％程度（前年度１１．１％）となる見込

みであり、交付税特別会計借入金残高を含む地方財政の平成２８年度末借入

金残高（東日本大震災分を含む。）は１９５兆８，１００億円程度（前年度

末１９８兆８，９８６億円、前年度比３兆９００億円程度減）となる見込み

である。

２ 東日本大震災分

東日本大震災からの復旧・復興に当たっては、平成２８年度からの復興・創

生期間においても、復旧・復興事業及び全国防災事業について、通常収支とは

それぞれ別枠で整理し、所要の事業費及び財源を確保することとしている（別

添資料第５）。

(1) 復旧・復興事業

復旧・復興事業の歳入歳出規模（平成２８年度地方財政計画ベース）は

１兆７，９００億円程度となる見込みである。

また、復旧・復興事業等の実施のための特別の財政需要等を考慮して交付

することとしている震災復興特別交付税により、以下に掲げる地方負担分等

を措置することとしている。

なお、「平成２８年度以降の復旧・復興事業について」（平成２７年６月

２４日復興推進会議決定）に基づき、復興の基幹的事業や原子力事故災害に

由来する復興事業等については、これまでと同様、震災復興特別交付税によ

り地方負担の全額を措置することとし、地域振興策や将来の災害への備えと

いった全国に共通する課題への対応との性質を併せ持つ事業については、震

災復興特別交付税により地方負担の９５％を措置することとしている。

① 直轄・補助事業に係る地方負担分（但し、公営企業債、公営住宅建設事

業債の対象となる地方負担額並びに農地農林施設に係る地方負担額のうち

受益者負担により賄うこととされている地方負担額（以下「措置対象外地

方負担額」という。）を除く。）
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② 地方単独事業分

ア 単独災害復旧事業に係る経費

イ 「地方自治法」（昭和２２年法律第６７号）に基づく職員の派遣、東

日本大震災に係る災害復旧等に従事させるための職員採用に係る経費等

③ 東日本大震災への税制上の対応として、被災者等の負担の軽減及び復旧

・復興へ向けた取組の推進を図るために講じる以下に掲げる税制上の臨時

特例措置等に伴う減収分

ア 「地方税法」（昭和２５年法律第２２６号）等に基づく特例措置分

イ 条例減免分

ウ 復興特区法等に基づく特例措置分

(2) 全国防災事業

全国防災事業の歳入歳出規模（平成２８年度地方財政計画ベース）は、

１，３１０億円となる。

第３ 予算編成上の留意事項

第１、第２を踏まえ、ご留意いただきたい点は、以下のとおりである。

１ 平成２８年度の国内総生産の成長率は、名目３．１％程度、実質１．７％程

度と見込まれているが、景気の動向は地域や業種によって異なるものと考えら

れる。

２ 地方公共団体においては、引き続き、国・地方を通じた厳しい財政状況と税

財政制度上の対応を見通し、また、政府における経済財政諮問会議等での議論

も注視しながら、簡素で効率的な行財政システムを構築し、行財政運営につい

て透明性を高め、公共サービスの質の向上に努めるなど、質の高い公共サービ

スを効率的・効果的に提供することが必要である。

特に、基本方針２０１５に盛り込まれた「経済・財政再生計画」を着実に実

行するため、「経済・財政再生計画」に基づいて、主要分野の改革の方向性を

具体化するとともに、改革の時間軸（改革工程表）を明確化し、その進捗管理

や測定に必要な指標（ＫＰＩ）を設定した「経済・財政再生アクションプログ

ラム」が平成２７年１２月２４日に経済財政諮問会議において取りまとめられ

たことを踏まえ、以下の点にご留意いただきたい。
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(1) 「地方行政サービス改革の推進に関する留意事項について」（平成２７年

８月２８日付け総務大臣通知）を踏まえ、各地方公共団体においては積極的

に地方行政サービス改革の推進に努めること。また、地方行政サービス改革

に関する取組状況・方針の見える化及び比較可能な形での公表をすることと

していること。

(2) 地方行政サービス改革に係る調査によって把握することとしている地方公

共団体の業務改革のうち、単位費用に計上されている２３業務について、

トップランナー方式（歳出効率化に向けた業務改革で他団体のモデルとなる

ようなものを地方交付税の基準財政需要額の算定に反映する取組）の検討対

象としており、平成２８年度については、１６業務について単位費用の積算

を見直すこととしていること。また、見直しに当たっては、地方公共団体へ

の影響等を考慮し、複数年かけて段階的に反映するとともに、地方公共団体

の人口規模の違い等の地域の実情を踏まえ、段階補正の見直しを行うことと

していること。

また、基準財政収入額の算定に用いる徴収率の見直しについては、平成

２８年度より、上位３分の１の地方公共団体が達成している徴収率を標準的

な徴収率として算定することとしていること。見直しに当たっては、地方公

共団体への影響等を考慮し、５年間で段階的に反映することとしていること。

(3) 地方財政の全面的な「見える化」に係る取組として、住民１人当たりコス

トについて、これまで一部に限られていた項目を平成２７年度決算より「性

質別」や「目的別」で網羅的に公表し、経年比較や類似団体比較を行うこと

としていること。

また、今後の最重要課題の一つである公共施設等の老朽化対策等に対応す

るため、ストックに関する情報（公共施設等全体及び施設類型毎の資産老朽

化比率等）を整備し、固定資産台帳の整備に合わせて平成２９年度決算まで

に順次「見える化」することとしていること。

(4) 公営企業については、公営企業会計の適用拡大や「経営比較分析表」の内

容の充実等により全面的な「見える化」を推進するとともに、事業廃止・民

営化等を含む抜本的な改革の検討、経営戦略の策定を通じた経営基盤強化等

に取り組むこととしていること。また、第三セクター等については、財政的
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リスク等の調査・公表等により、経営健全化の取組を推進することとしてい

ること。

３ 定員及び給与については、次の事項にご留意いただきたい。

(1) 定員については、行政の合理化、能率化を図り、地域の実情を踏まえつつ、

適正な定員管理の推進に取り組むこと。

(2) 能力・実績に基づく人事管理については、「地方公務員法」（昭和２５年

法律第２６１号）の改正の趣旨を踏まえ、「地方公務員法及び地方独立行政

法人法の一部を改正する法律の運用について」（平成２６年８月１５日付け

総務省自治行政局長通知）に留意の上、平成２８年４月１日の改正法の施行

に向け、人事評価制度の確立と円滑な運用、給与等処遇への反映を一般職の

全職員を対象に行うよう、速やかに必要な規程等の整備や職員への周知など

の取組を行うこと。

(3) 給与については、「地方公務員の給与改定等に関する取扱いについて」

（平成２７年１２月４日付け総務副大臣通知）に基づき、特に次の事項につ

いて適切に対応すること。

① 地域ごとの民間賃金の水準のより的確な公務員給与への反映や官民の給

与差を踏まえた５０歳台後半層の水準などの国家公務員の給与制度の総合

的見直しを踏まえた給与制度の見直しを着実に推進すること。また、見直

しが遅れている地方公共団体においては、速やかに見直しを行うこと。

② 地域手当については、上記①において給料水準が適切に見直されている

ことを前提に、国における地域手当の指定基準に基づき、支給地域及び支

給割合を定めることが原則であること。

③ 地方公共団体においては、厳しい財政状況及び各地方公共団体の給与事

情等を十分検討の上、現に地域における国家公務員又は民間の給与水準を

上回っている地方公共団体にあっては、不適正な給与制度及びその運用の

見直しを含め、必要な是正措置を速やかに講じること。特に、仮に民間給

与が著しく高い地域であったとしても、公務としての近似性及び財源負担

の面から、それぞれの地域における国家公務員の給与水準との均衡に十分

留意すること。

④ 高齢層職員の昇給抑制措置や昇格時の給料月額の増加額の縮減措置が講
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じられていない団体及び平成１８年の給与構造見直しにおける経過措置額

を廃止していない団体については必要な措置を講じること。

⑤ 級別職務分類表に適合しない級への格付けを行っている場合その他実質

的にこれと同一の結果となる級別職務分類表又は給料表を定めている場合

（いわゆる「わたり」を行っている場合）等、不適正な給与制度・運用に

ついては、速やかに見直しを図ること。

⑥ 改正後の地方公務員法においては、新たに任命権者は人事評価を任用、

給与、分限その他の人事管理の基礎として活用するものとされていること

から、勤務成績を昇給や勤勉手当に十分に反映できていない団体にあって

は、速やかに必要な措置を講じること。特に、勤勉手当の支給に関し、成

績率を反映させない一律支給などの不適正な運用がある場合は、速やかな

是正を図ること。

⑦ 技能労務職員の給与については、民間の同一又は類似の職種に従事する

者との均衡等に留意し、適正な給与制度・運用とすること。

(4) 退職手当については、「職員の退職手当に関する条例の一部を改正する条

例（案）等について」（平成２６年１１月１９日付け総務省自治行政局公務

員部長通知）を踏まえ、国に準じて必要な措置を講じること。

(5) 給与及び定員の公表については、給与情報等公表システムにより、住民等

が団体間の比較分析を十分行えるよう公表様式に沿った情報開示を徹底する

こと。

(6) 職員に対する福利厚生事業については、住民の理解が得られるものとなる

よう、点検・見直しを図るとともに、積極的に事業の実施状況等の公表を行

うこと。

４ 地方財政計画の歳出に「重点課題対応分（仮称）」を創設することとし、平

成２８年度の事業費については２，５００億円としている。

(1) 自治体情報システム構造改革推進事業

① 自治体クラウドの導入に必要な業務システムの標準化及びハードウェア

整備等に係る経費や、データ移行作業、途中解約等システム移行に係る経

費（自治体情報セキュリティクラウドを含む。）について、地方交付税措

置を講じることとしていること。
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② マイナンバーの情報連携が始まる平成２９年７月までに、都道府県や市

区町村が行う、住民情報の流出徹底防止やＬＧＷＡＮ接続系とインターネ

ット接続系の分割等所要のセキュリティ対策を講じるための経費等や、今

次導入される自治体情報セキュリティクラウドの運用・管理等に係る経費

について、地方交付税措置を講じることとしていること。

③ マイナンバーの付番等に用いる住民基本台帳ネットワークシステムの運

用経費や中間サーバ・団体内統合宛名システムの運用経費といった情報連

携に向けて必要となるシステムの運用に係る経費について、地方交付税措

置を講じることとしていること。

④ 統一的な基準による財務書類等を作成するために必要となる地方公会計

システムの整備・運用に係る経費について、地方交付税措置を講じること

としていること。

⑤ 平成２８年５月末までに消防救急無線がアナログ方式からデジタル方式

に移行することから、デジタル化したシステムの運用に係る経費について、

地方交付税措置を講じることとしていること。

(2) 高齢者の生活支援等の地域のくらしを支える仕組みづくりの推進

人口減少や高齢化が著しい中山間地域等においては、一体的な日常生活圏

を構成している「集落生活圏」を維持することが重要であり、将来にわたっ

て地域住民がくらし続けることができるよう、地域住民が主体となって、地

域の課題解決のための持続的な取組体制の確立（地域運営組織の形成）を図

る必要がある。

地域の生活やくらしを守るための組織である地域運営組織が持続可能な活

動を継続できるよう、地域運営組織の設立や運営に係る所要の経費について、

地方交付税措置を講じることとしていること。

また、高齢者交流、声かけ・見守り、買物支援、弁当配達・配給食、雪下

ろし等の地域における住民同士の支え合いによる高齢者支援の取組について、

地方交付税措置を講じることとしていること。

(3) 森林吸収源対策等の推進

我が国が国際約束している温室効果ガス削減目標達成のためには、排出抑

制対策に加え、国・地方を通じた適切な森林整備により、森林の温室効果ガ
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ス吸収量を増加させる取組が不可欠である。また、平成２８年度与党税制改

正大綱において、地方の地球温暖化対策に関する安定的な財源の確保につい

て、市町村が主体となった森林・林業施策を推進することとし、市町村によ

る継続的かつ安定的な森林整備等の財源に充てる税制等の新たな仕組みを検

討し、その時期について適切に判断することとされた。

このような趣旨も踏まえ、地方公共団体が森林吸収源対策等を一層推進で

きるよう、森林整備に必要な基礎情報を記載した林地台帳の整備、森林の所

有者の確定・境界の明確化、林業の担い手対策等の森林整備の実施に必要と

なる地域の主体的な取組に要する経費について、地方交付税措置を講じるこ

ととしていること。

５ 過去に建設された公共施設等を総合的かつ計画的に管理することにより、財

政負担を軽減・平準化するとともに、その最適配置を実現し、時代に即したま

ちづくりを行うことが重要である。このようなことから、各地方公共団体にお

いては、「公共施設等の総合的かつ計画的な管理の推進について」（平成２６

年４月２２日付け総務大臣通知）等で平成２８年度までに公共施設等総合管理

計画の策定が要請されていることを踏まえ、早急にその策定に取り組んでいた

だきたい。また、策定に当たっては、公共施設等の集約化・複合化等に踏み込

んだ計画となるようご留意いただきたい。

これに関し、引き続き、計画策定に要する経費に係る特別交付税措置を講じ

るとともに、計画に基づき実施する公共施設の集約化・複合化、転用、除却の

ために必要な経費として、地方財政計画の投資的経費（単独）に「公共施設等

最適化事業費」を計上することとし、平成２８年度の事業費については

１，０００億円増額し、２，０００億円としている。

あわせて、計画に基づく公共施設の集約化・複合化事業（全体として延床面

積が減少するものに限る。）を対象とした公共施設最適化事業債、転用事業を

対象とした地域活性化事業債及び公共施設等の除却事業を対象とした地方債の

特例措置を引き続き講じることとしている。

また、固定資産台帳の整備にあわせ、公有地の用途や売却可能区分等を開示

すること等により、未利用資産の売却・有効活用に取り組んでいただきたい。

６ 地方公共団体が喫緊の課題である防災・減災対策に取り組んでいけるよう、
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引き続き投資的経費（単独）に「緊急防災・減災事業費」を計上することとし、

平成２８年度の事業費については前年度同額の５，０００億円としている。

７ 平成２８年度においては、消費税・地方消費税の引上げによる増収分を活用

した社会保障の充実として次の措置等を講じることとしており、当該措置に係

る地方負担（６，７１１億円）について地方交付税措置を講じることとしてい

る。

(1) 子ども・子育て支援

① 子ども・子育て支援新制度において、教育・保育、地域の子ども・子育

て支援の量的拡充及び質の改善を図ることとされていること。（３，０７４

億円）

なお、上記の子ども・子育て支援には、地方単独事業である公立施設分

も含まれているものであること。

② 児童養護施設等の受入児童数の拡大等の社会的養護の充実を図ることと

されていること。（１７３億円）

(2) 医療・介護

① 「地域における医療及び介護の総合的な確保を推進するための関係法律

の整備等に関する法律」（平成２６年法律第８３号）により、病床の機能

分化・連携や地域包括ケアシステムの構築といった医療・介護サービスの

提供体制改革のための新たな財政支援制度として地域医療介護総合確保基

金が創設されており、引き続き、医療分野及び介護分野について実施する

こととされていること。（医療分３０１億円、介護分２４１億円）

② 地域包括ケアシステムの構築に向け、在宅医療・介護連携、認知症施策

の推進などの地域支援事業の充実・強化を図ることとされていること。

（１９５億円）

８ 地方債制度については、「地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推

進を図るための関係法律の整備に関する法律」（平成２３年法律第１０５号）

の規定により、届出制の導入に係る規定の施行後３年を経過した場合において、

地方公共団体の自主性・自立性を高める観点から、地方債の発行に関する国の

関与の在り方について抜本的な見直しを行うこととされている。これに則り、

地方債のリスク・ウェイトがゼロという取扱いの維持に留意しつつ、「地方財
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政の健全化及び地方債制度の見直しに関する研究会報告書」（平成２７年１２

月公表）を踏まえ、実質公債費比率に係る協議不要基準を１６％未満から１８

％未満へ緩和するなど、届出対象を拡大することとし、所要の法律改正を行う

予定である。

９ 「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」（平成１９年法律第９４号）

については、「地方財政の健全化及び地方債制度の見直しに関する研究会報告

書」を踏まえ、地方公共団体の財政状況をより精緻に把握するため、第三セク

ター等に対する反復・継続的な短期貸付及び公有地信託に係る地方公共団体の

財政リスクについて将来負担比率に反映することとし、所要の法律改正を行う

予定である。

また、健全化判断比率が財政再生基準や早期健全化基準未満であっても、自

らの財政状況を詳細に分析し、財政健全化への取組を続けていく必要がある。

このことから、地方公会計を活用した財政分析指標の追加や指標の組合せによ

る総合的な分析の導入など、財政分析手法の充実を図っていくこととしている。

10 地方創生の深化に向けて、従来の「縦割り」の事業だけでは対応しきれない

課題に取り組む地方を支援する観点から、地方公共団体による先駆的な取組を

支援する「地方創生の深化のための新型交付金（地方創生推進交付金）」

（１，０００億円）を創設することとされている。この「地方創生推進交付金」

に係る事業の地方負担については、まち・ひと・しごと創生事業費とは別に地

方財政措置を講じることとしている。

11 「一億総活躍社会」の実現に向けた取組については、速やかな対応と円滑な

実施を図る必要があることを踏まえ、その主なものについて次のとおり支援措

置を講じることとしている。

(1) 多子世帯・低所得世帯及びひとり親世帯等の保護者負担の軽減のために実

施する幼児教育無償化に向けた取組の段階的な推進に係る幼稚園就園奨励事

業及び子ども・子育て支援新制度の拡充に伴う地方負担について、地方交付

税措置を講じることとしていること。

(2) 児童扶養手当については、多子加算の増額を行うこととしており、当該拡

充に伴う地方負担について、地方交付税措置を講じることとしていること。

(3) 児童虐待防止対策の強化を図るため、児童福祉司の地方交付税措置につい
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て、道府県の標準団体で３名増員することとしていること。

(4) 保育士修学資金貸付等事業、ひとり親家庭高等職業訓練促進資金貸付事業、

児童養護施設退所者等に対する自立支援資金貸付事業及び介護福祉士修学資

金等貸付事業については、平成２７年度補正予算（第１号）において、都道

府県から社会福祉協議会等に貸付事業資金を支出するために必要な経費が措

置されたところであるが、貸付事業に係る地方負担について、地方交付税措

置を講じることとしていること。

12 「地域経済好循環推進プロジェクト」については、産業界、大学等、地域金

融機関、地方公共団体（産、学、金、官）の連携のもと、雇用吸収力の大きい

地域密着型を立ち上げる「ローカル10,000プロジェクト」の推進に要する経費、

電力の小売自由化を踏まえた「分散型エネルギーインフラプロジェクト」の推

進に要する経費、自治体の有するデータをオープン化する「公共クラウド」の

推進に要する経費について、引き続き地方交付税措置を講じることとしている。

13 連携中枢都市圏構想については、「まち・ひと・しごと創生総合戦略２０１５

改訂」（平成２７年１２月２４日閣議決定）において、現行の連携中枢都市圏

に加え、２つの市が中心都市の役割を担う「複眼型連携中枢都市圏」が創設さ

れたところである。対象都市圏については、連携協約を締結しビジョンを策定

した市町村の取組に対して、地方交付税措置を講じるとともに、圏域全体に効

果が及び、圏域をけん引するために必要な取組を進める上で中核となる施設等

の整備について、地域活性化事業債の対象とすることとしている。

14 定住自立圏構想については、地域住民の生活実態やニーズに応じ圏域ごとに

その生活に必要な機能を確保して、圏域全体の活性化を図る取組を支援するた

め、定住自立圏共生ビジョンを策定した中心市及びその近隣市町村の取組に対

して、地方財政措置を講じることとしている。なお、平成２８年度以降におい

ては、地域活性化事業債の対象分野について、「医療・福祉」、「産業振興」

及び「公共交通」の３分野に重点化することとしている。

15 地方版総合戦略に基づき、将来の地域産業の担い手となる学生の奨学金返還

を支援するための基金造成を行う場合及び地方公共団体と国公私立大学等が

｢協定｣を締結し連携して雇用創出･若者定着にあたる取組を行う場合に、これら

に要する経費について、地方交付税措置を講じることとしている。



- 20 -

地方交付税措置の内容については、「奨学金を活用した大学生等の地方定着

促進要綱について」（平成２７年４月１０日付け総務省自治財政局長通知）及

び「地方公共団体と地方大学の連携による雇用創出・若者定着促進要綱につい

て」（平成２７年４月１０日付け総務省自治財政局長通知）に記載のとおりで

あり、一層の活用にご配意いただきたい。特に公立大学は、地方公共団体が設

置する大学として、率先して地域課題の解決に取り組む役割が期待されており、

その活用に積極的に取り組んでいただきたい。

16 地方公共団体の財政の健全化に関する法律の趣旨等を踏まえ、次の事項にご

留意いただきたい。

(1) 一般会計等のみならず、公営企業等の特別会計や地方公社・第三セクター

を含めた当該団体の財政状況全体を的確に分析した上で、総合的な財政健全

化を図ること。

(2) 財政健全化団体、財政再生団体又は公営企業に係る経営健全化団体は財政

健全化計画、財政再生計画又は経営健全化計画を着実に遂行するとともに、

これらの団体が所在する都道府県にあっては、財政健全化計画等の進捗状況

について継続的に確認を行うとともに、必要に応じて助言を行うこと。

(3) 公営企業については、少子高齢化等に伴う料金収入の減少、施設・設備老

朽化に伴う更新投資の増大など、厳しさを増す現下の経営環境の中において

も、必要な住民サービスを安定的に継続できるよう努めること。

そのため、「公営企業の経営に当たっての留意事項について」（平成２６

年８月２９日付け総務省自治財政局公営企業課長等通知）も踏まえて、中長

期的な経営の基本計画である「経営戦略」を策定し、経営基盤の強化と財政

マネジメントの向上に取り組むことを通じて、効率化・経営健全化の推進に

取り組むこと。

(4) 第三セクター及び地方公社については、「第三セクター等の経営健全化の

推進等について」（平成２６年８月５日付け総務大臣通知）等を踏まえ、抜

本的改革を含む効率化・経営健全化と地域の元気を創造するための活用の両

立の推進に取り組むこと。

17 予算計上及び予算執行については、関係法令に則り適正に行う必要があるが、

特に以下の点についてご留意いただきたい。
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(1) 一時借入金や外部団体等に対する短期貸付金については、出納整理期間の

趣旨に即した財務処理を行うこと。

(2) 地方公共団体の基金については、その規模や管理などについて十分検討を

行ったうえで、それぞれの基金の設置の趣旨に即して、効率的な運用を行う

など一層有効な活用を図るとともに、適正な管理・運営に努められたいこと。

(3) 運用の一形態として、基金から一般会計に会計年度を越える繰替運用を行

うという事例が見受けられるが、地方自治法第２４１条及びそれぞれの基金

設置条例の趣旨を逸脱したものとなることのないよう、基金の運用として安

全確実性、有利性、流動性（支払準備性、換金性）について満たされている

か検証し、必要なものについてはその適正化を図ること。

あわせて、会計年度を越える繰替運用については、将来負担比率の算定上、

当該運用額を充当可能基金から控除する取扱いを確実に行うとともに、住民

や議会等が客観的にチェックできるよう、「地方自治法施行規則」（昭和２

２年内務省令第２９号）第１６条の２に規定する財産に関する調書、「統一

的な基準による地方公会計マニュアル」（平成２７年１月２３日）に基づき

作成される貸借対照表等において、具体的な内容を確実に記載することによ

り、実態に即した情報開示を行うこと。

18 財政情報の開示については、決算情報の全面的な｢見える化｣や地方公会計に

よるストック情報の追加等の観点から、「財政状況資料集」の充実を図ること

としているが、引き続き決算の早期開示や財政状況資料集等の活用による住民

等へのより分かりやすい情報開示を進め、「統一的な基準による地方公会計マ

ニュアル」中の「財務書類等活用の手引き」も参考に、これらの情報の財政運

営への一層の活用にご留意いただきたい。

19 地方公会計の整備については、「統一的な基準による地方公会計の整備促進

について」（平成２７年１月２３日付け総務大臣通知）において、原則として

平成２７年度から平成２９年度までの３年間で当該基準による財務書類等を全

ての地方公共団体において作成して予算編成等に積極的に活用するよう要請し

ているところであり、積極的に取り組んでいただきたい。なお、当該基準によ

る財務書類等の整備に要する一定の経費について特別交付税措置を講じること

としている。
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20 公共工事については、「公共工事の入札及び契約の適正化の促進に関する法

律」（平成１２年法律第１２７号）及び「公共工事の品質確保の促進に関する

法律」（平成１７年法律第１８号）に基づき、適正な予定価格の設定など発注

関係事務の適切な運用に取り組んでいただきたい。また、「公共工事の円滑な

施工確保について」（平成２８年１月２２日付け総務省自治行政局長等通知）

等を踏まえ、迅速かつ円滑な発注を行う観点から、入札契約手続の効率化、前

金払制度の活用及び支払い限度額の見直し等について積極的に取り組んでいた

だきたい。

21 「地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図るための関係法律

の整備に関する法律」（平成２７年法律第５０号）、「事務・権限の移譲等に

関する見直し方針について」（平成２５年１２月２０日閣議決定）等に基づき、

国から地方公共団体へ移譲される事務・権限（直轄道路の事務・権限を含む）

が円滑に執行できるよう、これらの移譲事務・権限の実施に要する経費につい

て、地方交付税措置を講じることとしている。

22 医療提供体制及び医療費の適正化は歳出改革の重点分野である社会保障の中

でも重要な取組であることから、「医療法」（昭和２３年法律第２０５号）に

基づく地域医療構想及びこれと整合的な形とする「高齢者の医療の確保に関す

る法律」（昭和５７年法律第８０号）に基づく都道府県医療費適正化計画の策

定に当たっては、同法に基づく医療費適正化基本方針の検討の動向等も注視し

ながら、引き続き適切に取り組んでいただきたい。

23 「持続可能な社会保障制度の確立を図るための改革の推進に関する法律」

（平成２５年法律第１１２号）に基づく国民健康保険の改革に当たっては、財

政基盤の強化のため、消費税財源の活用や高齢者医療における後期高齢者支援

金の全面総報酬割の実施に伴い生じる国費の優先的な活用により財政支援を順

次拡充することとし、平成２８年度においては、平成２７年度の保険者支援制

度の拡充に加え国費による財政安定化基金の積増し等により２，２４４億円

（うち地方負担８３２億円）を措置し、平成２９年度以降は毎年３，４００億

円程度の公費が投入される予定である。

あわせて、平成３０年度から都道府県が国民健康保険の財政運営の責任主体

となり、安定的な財政運営や効率的な事業の確保等の国保運営について中心的
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な役割を担うこと等を内容とする「持続可能な医療保険制度を構築するための

国民健康保険法等の一部を改正する法律」（平成２７年法律第３１号）が成立

し、現在、国民健康保険制度の基盤強化に関する国と地方の協議等において、

制度や運用の詳細について検討が進められているところであり、その動向も注

視しながら、新制度への円滑な移行に向けて遺漏のないようにされたい。

これに関し、新制度の施行準備に要する経費について、道府県の標準団体で

職員を１名増員する等の地方交付税措置を講じることとしている。

また、平成２８年度については、財政基盤強化のための支援措置を次のとお

り講じることとしている。

(1) 都道府県が、地域の実情に応じて、都道府県内の市町村間の医療費水準等

の不均衡の調整や市町村国保財政の共同事業の拡大の円滑な推進、地域の特

別事情への対応のため交付する都道府県調整交付金（給付費等の９％分）に

ついては、その所要額（６，６８５億円）について地方交付税措置を講じる

こととしていること。

(2) 以下の制度については、その所要額について地方交付税措置を講じること

としていること。

① 保険料軽減制度（４，５９７億円（都道府県３／４、市町村１／４））

② 保険者支援制度（２，６３１億円（国１／２、都道府県１／４、市町村

１／４））

③ 高額医療費共同事業（３，３６３億円（国１／４、都道府県１／４、市

町村国保１／２））

④ 国保財政安定化支援事業（１，０００億円（市町村単独））

24 後期高齢者医療制度については、実施主体である広域連合の財政基盤の強化

のための支援措置を次のとおり講じることとしている。

(1) 以下の制度については、その所要額について地方交付税措置を講じること

としていること。

① 保険料軽減制度（２，７７１億円（都道府県３／４、市町村１／４））

② 高額医療費負担金（２，７４８億円（国１／４、都道府県１／４、広域

連合１／２））

③ 財政安定化基金（１８９億円（国１／３、都道府県１／３、広域連合
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１／３）

(2) 平成２８年度は、保険料軽減特例措置（低所得者の均等割９割・８．５割、

所得割５割軽減及び被用者保険の被扶養者であった被保険者の均等割９割軽

減）について継続することとされていること。

ただし、平成２９年度から原則的に当該特例措置を廃止するとともに、急

激な負担増となる者については、きめ細かな激変緩和措置を講じることとさ

れていること。

25 「障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律」（平成

１７年法律第１２３号）に基づく地域生活支援事業については、事業費総額を

増額した上で、障害支援区分認定等事務費等（２２億円）について平成２８年

度から一般財源化することとし、その所要額について、地方交付税措置を講じ

ることとしている。

26 「学校施設環境改善交付金」を受けて実施する小中学校等の非構造部材の耐

震化事業の地方負担について、吊り天井の耐震化は構造体に係るＩｓ値０．３

未満の耐震補強・改築事業と、その他の非構造部材（外装材、照明器具等）の

耐震化はＩｓ値０．３以上０．６未満の耐震補強事業と、それぞれ同様の地方

財政措置を講じることとしている。

27 道府県教育委員会の指導体制強化を図るため、指導主事の地方交付税措置に

ついて、標準団体で３名増員することとしている。

また、派遣社会教育主事については、道府県における実態を勘案し、標準団

体で３名減員することとしている。

28 「自殺総合対策大綱」（平成２４年８月２８日閣議決定）を踏まえ、自殺対

策については、これまで地域自殺対策緊急強化交付金等が補正予算で措置され

てきたが、「地域自殺対策強化交付金」が平成２８年度当初予算政府案に計上

されたところであり、当該交付金に係る事業の地方負担について、地方交付税

措置を講じることとしている。

29 地方公共団体が整備するインターネット接続サービス等の電気通信施設の維

持管理費に係る地方交付税措置については、新たに豪雪地帯、辺地及び特定農

山村地域を対象地域とするとともに、当該施設を用いて民間事業者が経営する

場合に、災害等により破損した施設の修繕に要する経費等についても対象に加
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えることとしている。

30 住民の安心・安全を確保する消防防災行政の役割がますます重要となってい

ることを踏まえ、次のとおり支援措置を講じることとしている。

(1) 「消防団を中核とした地域防災力の充実強化に関する法律」（平成２５年

法律第１１０号）及び第２７次消防審議会答申（平成２７年１２月２２日）

を踏まえ、消防団員の確保、活動に応じた適切な報酬・出動手当の支給、装

備の充実など消防団を中核とした地域防災力の充実強化にご配意いただきた

いこと。

このため、引き続き報酬・出動手当、安全確保装備、活動用資機材、消防

団の機能強化に係る施設・設備（消防ポンプ自動車、消防団拠点施設等）の

整備、入団促進及び消防団員の確保に要する経費について、地方財政措置を

講じることとしていること。

また、自主防災組織を含む住民の防災活動の活性化に要する経費について、

地方交付税措置を講じることとしていること。

(2) 都道府県が行う消防広域化重点地域の指定や広域消防運営計画の作成等に

関する協議会への参画、調査研究、広報啓発等に必要な経費及び都道府県が

広域化対象市町村に対して行う補助金、交付金等の交付に要する経費につい

て、地方交付税措置を講じることとしていること。

また、市町村が行う消防広域化の準備に要する経費、広域化に伴い臨時的

に増加する経費のほか、広域消防運営計画等に基づき必要となる消防署所等

及び消防車両の整備に要する経費について、地方財政措置を講じることとし

ていること。

(3) 災害等に強い安心・安全なまちづくりを一層推進するため、災害時に災害

対策の拠点となる庁舎や指定避難所をはじめとした公共施設等の耐震化に要

する経費について地方財政措置を講じることとしており、耐震化を目的とす

る消防署所等の全部改築に要する経費についても対象としていること。

また、地域防災計画の見直し、非常用物資の購入、広域的な防災体制の充

実及び避難行動要支援者名簿の作成・活用に要する経費等について、地方交

付税措置を講じることとしていること。

(4) 土砂災害や水害など重大な自然災害に対する被害防止対策として、避難指
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示・避難勧告等、住民への災害情報の伝達手段の整備を図るため、防災行政

無線の戸別受信機の配備に要する経費について、地方交付税措置を講じるこ

ととしていること。

(5) 東日本大震災を教訓として、南海トラフ地震等の大規模災害に備えた機能

強化を図るため、「消防組織法」（昭和２２年法律第２２６号）第５０条の

規定により市町村が無償で使用している国有消防用車両及び資機材の維持管

理に要する経費について、地方交付税措置を講じることとしていること。

(6) Ｊ－ＡＬＥＲＴの配信情報の追加（噴火速報の新設）に伴い、活動火山対

策として実施する自動起動装置の改修経費について、地方交付税措置を講じ

ることとしていること。

なお、活動火山対策については、火山防災体制の充実強化に資するよう、

活動火山対策避難施設（退避壕・退避舎等）の整備に要する経費について、

引き続き地方財政措置を講じることとしていること。

(7) 消防本部における女性消防吏員の更なる活躍を推進するため、消防署所等

における女性専用施設（浴室、仮眠室等）の整備に要する経費について、地

方交付税措置を講じることとしていること。

31 市町村合併、地域情報化推進事業、地方への移住・交流の推進、中小企業金

融対策、消費者行政費、特定非営利活動法人認定事務、国際化推進対策、新型

インフルエンザ対策、肝炎対策、がん検診、地域医療提供体制の確保、教育教

材・学校図書館図書整備、教育情報化の推進、地域の人材力活性化等について

は、引き続き、地方交付税等による措置を講じることとしているが、特に、以

下の点にご留意いただきたい。

(1) 地域おこし協力隊については、平成２６年度より地域おこし協力隊員等の

起業に要する経費を追加するなどの地方交付税措置の充実を行ってきたとこ

ろであるが、従来の措置に加え、平成２８年度より都道府県が実施する地域

おこし協力隊員向けの研修等に要する経費に新たに地方交付税措置を講じる

ことしていること。

(2) 地域の国際化の推進については、ＪＥＴプログラムにより招致した外国青

年の私立学校における活用に対する都道府県の助成に要する経費について、

地方交付税措置を講じることとしているほか、ＪＥＴプログラムにより招致
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した外国青年の業務及び生活を支援するための人材であるコーディネーター

を市町村において活用する場合の経費について、地方交付税措置を講じるこ

ととしていること。

また、地域の国際交流の進展を図り、諸外国との相互理解を増進するため、

姉妹都市などの外国自治体との自治体間交流に基づいて招致した外国籍の外

国語指導助手・国際交流員・スポーツ国際交流員の活用に要する経費につい

て、地方交付税措置を講じることとしていること。

さらに、２０２０年東京オリンピック・パラリンピック競技大会に向け、

ホストタウンとして政府に登録された地方公共団体が行う事前合宿の受入れ

や、住民と選手との交流等に要する経費について、地方交付税措置を講じる

こととしていること。また、ホストタウンとして登録され、かつ、公共施設

等総合管理計画を策定している地方公共団体が、２０２０年東京オリンピッ

ク・パラリンピック競技大会の事前合宿に活用する既存のスポーツ施設を、

各競技の国際競技連盟基準に適合させるために必要不可欠な改修事業を新た

に地域活性化事業債の対象とすることとしていること。

(3) 地域医療提供体制の確保については、医師確保対策として都道府県が実施

する医学部生に対する奨学金貸与事業等や、ドクターヘリの運航に係る国庫

補助事業の地方負担について、引き続き特別交付税措置を講じることとして

いること。

また、へき地巡回診療ヘリの運航に係る国庫補助事業について、対象を山

村地等へ拡充することとしており、この事業の地方負担について、特別交付

税措置を講じることとしていること。

32 公営企業会計と一般会計との間の経費負担区分の考え方については、地方財

政法及び「地方公営企業法」（昭和２７年法律第２９２号）に規定されている

ところであるが、平成２８年度の地方財政計画上の取扱いについては、別途通

知することとしているので、その適正な運用と地方公営企業の健全な経営にご

留意いただきたい。

33 公営競技は、地方財政への寄与を主たる目的として実施されるものであるが、

依然として厳しい経営状況にある。

各施行団体にあっては、施設改善やファンサービスの充実など公営競技の魅
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力の向上による売上増加策の実施、開催経費の削減等による経営合理化の徹底

及び必要に応じた今後の事業の在り方に関する検討についてご留意いただきた

い。

引き続き、各施行団体が特別な経営改善計画を策定し、自主的に経営改善に

取り組もうとする場合に、その計画に基づいて行う人員削減や機械導入等に伴

い一時的に増加する経費のほか、公営競技施設に係る当該年度の地方債元利償

還金について、地方債を充当することができることとしている。

34 民間の資金・ノウハウを活用したＰＰＰ／ＰＦＩへの抜本的転換を加速する

ため、「ＰＰＰ／ＰＦＩの抜本改革に向けたアクションプラン」（平成２５年

６月６日民間資金等活用事業推進会議決定）及び「ＰＰＰ／ＰＦＩの抜本改革

に向けたアクションプランに係る集中強化期間の取組方針について」（平成２

６年６月１６日民間資金等活用事業推進会議決定）に基づき、公共施設等運営

権制度の積極的導入や公共施設の維持更新・集約化等へのＰＰＰ／ＰＦＩ手法

の導入等を推進することとしているので、ＰＰＰ／ＰＦＩ事業の円滑な実施の

促進に努めていただきたい。

なお、「「多様なＰＰＰ／ＰＦＩ手法導入を優先的に検討するための指針」

について」（平成２７年１２月１７日付け府政経シ８８６号、総行地第１５４

号 内閣府政策統括官（経済社会システム担当）、総務省大臣官房地域力創造

審議官通知）を通知したところであり、これを踏まえて適切に対応いただきた

い。

35 東日本大震災の被災団体等が地域の実情に応じて自ら実施するメンタルヘル

ス対策については、東日本大震災に関連するメンタルヘルス対策５か年事業

（平成２８年度～平成３２年度）に該当する経費に対して、次のとおり地方交

付税措置を講じることとしている。

(1) 東日本大震災の被災団体等の職員及び東日本大震災の被災団体等に現に派

遣されている職員に係る経費について、震災復興特別交付税を措置すること

としていること。

(2) 東日本大震災の被災団体等に派遣され、当該派遣が終了し所属団体の職務

に復帰した職員に係る経費について、地方交付税措置を講じることとしてい

ること。
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36 「税制抜本改革法（地方）」に基づく地方消費税の引上げに関して次の事項

にご留意いただきたい。

(1) 引上げ分の地方消費税収の社会保障財源化

引上げ分の地方消費税収（市町村交付金を含む。以下同じ。）については、

「消費税法第１条第２項に規定する経費その他社会保障施策（社会福祉、社

会保険及び保健衛生に関する施策をいう。）に要する経費」に充てるものと

することが地方税法上明記されていること。

地方公共団体においては、「引上げ分に係る地方消費税収の使途の明確化

について」（平成２６年１月２４日付け総務省自治税務局都道府県税課長通

知）で通知したとおり、引上げ分の地方消費税収を全て社会保障施策に要す

る経費に充て、事務費や事務職員の人件費等には充てないようにするととも

に、引上げ分の地方消費税収の上記経費への充当について、国の予算書等も

参考に予算書や決算書の説明資料等において明示することについてご配意い

ただきたいこと。

なお、決算ベースにおいて、地方財政全体で、平成２６年度分の社会保障

施策に要する経費を調査・集計し、公表することとしていること。

(2) 地方消費税率の引上げに伴う広報等施策の実施等

消費税率（国・地方）の引上げについて、今回の社会保障と税の一体改革

に対する国民の一層の理解と協力を得るためには、今回の改革の意義や必要

性について国民に分かりやすく、丁寧に説明を行う必要があること。

地方消費税率の引上げに伴う広報等施策の実施については、既に「消費税

率（国・地方）の引上げについて」（平成２５年１０月１日付け総務省自治

税務局都道府県税課長通知）で通知したとおり、引き続き適切に取り組んで

いただきたいこと。

(3) 消費税の円滑かつ適正な転嫁の確保

消費税は、転嫁を通じて消費者が最終的な負担者となることが予定されて

いる税であることから、その円滑な転嫁が図られることが重要であること。

転嫁対策については、「消費税の円滑かつ適正な転嫁の確保のための消費

税の転嫁を阻害する行為の是正等に関する特別措置法」（平成２５年法律第

４１号）第１４条第３項において、「国及び都道府県は、今次の消費税率引
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上げに際し、この法律に違反する行為の防止及び是正を徹底するため、国民

に対する広報、この法律に違反する行為に関する情報の収集、事業者に対す

る指導又は助言等を行うための万全の態勢を整備するものとする。」とされ

ているところ、「消費税率（国・地方）の引上げについて」で通知したとお

り、転嫁拒否等の行為の防止及び是正に係る広報を行うほか、転嫁に関する

事業者や住民からの質問・相談に丁寧に対応するなど、消費税の円滑かつ適

正な転嫁の確保について引き続き適切に取り組んでいただく必要があること。

また、「消費税率（国・地方）の引上げに伴う公共料金等の取扱いについ

て」（平成２５年１０月８日付け総務省自治財政局公営企業課長・財務調査

課長通知）等の通知を踏まえ、引き続き、適正な転嫁を基本とした対応を徹

底していただきたいこと。

37 消費税の軽減税率制度の導入に当たっては、財政健全化目標を堅持するとと

もに、「社会保障と税の一体改革」の原点に立って安定的な恒久財源を確保す

るため、以下のとおりとされている。

(1) 平成２８年度末までに歳入及び歳出における法制上の措置等を講ずること

により、安定的な恒久財源を確保すること。

(2) 財政健全化目標との関係や平成３０年度の「経済・財政再生計画」の中間

評価を踏まえつつ、消費税制度を含む税制の構造改革や社会保障制度改革等

の歳入及び歳出の在り方について検討を加え、必要な措置を講ずること。

第４ 通常収支分の歳入歳出

１ 歳入

(1) 地方税

地方税については、次の事項にご留意いただきたい。

① 平成２８年度の地方税制改正に伴う地方税の影響額として７０億円の増

収を見込んでおり、そのうち、地方税制改正によるものを２９億円の増収、

国の税制改正の影響に伴うものを４１億円の増収と見込んでいること。

② 平成２８年度の地方財政計画における地方税収入見込額については、税

制改正後において前年度当初見込額に対し、１兆２，１０３億円、３．２

％の増の３８兆７，０２２億円（道府県税にあっては６．１％の増、市町
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村税にあっては０．８％の増）になるものと見込まれること。主要税目で

は、道府県民税のうち所得割１．２％の増、法人税割１８．０％の減、法

人事業税１６．７％の増、地方消費税６．５％の増、市町村民税のうち所

得割１．１％の増、法人税割６．４％の減、固定資産税（交付金を除く。）

１．３％の増となる見込みであること。

この地方税収入見込額は、地方公共団体全体の見込額であるので、地域

における経済の実勢等に差異があること等を踏まえ、適正な収入の見積り

を行う必要があること。

③ 法人事業税については、資本金の額又は出資金の額１億円超の普通法人

に係る所得割の税率を引き下げるとともに、外形標準課税（付加価値割、

資本割）を、現行（平成２７年度）の８分の３から８分の５に拡大するこ

ととしていること。

これらの改正は、平成２８年４月１日以降に開始する事業年度から適用

することとしていること。

また、上記に対応して、法人事業税の超過課税を行っている団体にあっ

ては、超過課税分を含めた税率の改正を行うこととなるので、当該超過課

税についても十分検討し、適切な対応をお願いしたいこと。また、納税義

務者等への周知についても併せてご配慮いただきたいこと。

④ 都市計画税は、「都市計画法」（昭和４３年法律第１００号）に基づい

て行う都市計画事業等に要する費用に充てるために課される目的税である

ことから、その趣旨を踏まえると、対象事業に要する費用を賄うためその

必要とされる範囲について検討を行い、適宜、税率の見直し等を含めた適

切な対応を行う必要があること。

また、本税の目的税としての性格に鑑み、都市計画税収の都市計画事業

費への充当について明示することにより、その使途を明確にすること。

⑤ 入湯税は、環境衛生施設、鉱泉源の保護管理施設及び消防施設その他消

防活動に必要な施設の整備並びに観光の振興（観光施設の整備を含む。）

に要する費用に充てる目的税であることから、その趣旨を踏まえ、入湯税

収の具体的事業費への充当について予算書、決算書の事項別明細書あるい

は説明資料等において明示することにより、その使途を明確にすること。
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(2) 地方譲与税

地方譲与税については、次の事項にご留意いただきたい。

① 地方譲与税の収入見込額は、２兆４，３２２億円（前年度比２，５３２

億円、９．４％減）であり、その内訳は、地方揮発油譲与税２，５７８億

円（同８５億円、３．２％減）、石油ガス譲与税９３億円（同７億円、

７．０％減）、航空機燃料譲与税１４９億円（同２億円、１．４％増）、

自動車重量譲与税２，６２６億円（同４１億円、１．６％増）、特別とん

譲与税１２５億円（前年度同額）及び地方法人特別譲与税１兆８，７５１

億円（同２，４８３億円、１１．７％減）となっていること。

② 航空機燃料譲与税については、平成２６年度地方税制改正において、着

陸料割の譲与割合を２分の１（従来３分の１）、騒音世帯数割の譲与割合

を２分の１（従来３分の２）とし、平成２６年度及び平成２７年度に限り

激変緩和措置を講じてきたが、平成２８年度から、本則どおり着陸料割の

譲与割合が２分の１、騒音世帯数割の譲与割合が２分の１となること。

(3) 地方特例交付金

地方特例交付金の収入見込み額は、住宅借入金等特別税額控除による減収

を補塡するために必要な１，２３３億円（前年度比４４億円、３．７％増）

である。

(4) 地方交付税

平成２８年度の地方交付税に係る国の一般会計からの繰入れは、所得税及

び法人税の３３．１％相当額、酒税の５０％相当額並びに消費税の２２．３

％相当額の合計額１４兆３，２９５億円（平成２０年度、平成２１年度補正

予算に係る精算額１，８１１億円を減額した後の額）に国の一般会計におけ

る加算額８，２８３億円（既往法定分等（５，５３６億円）及び臨時財政対

策特例加算（２，７４７億円）の合計額）を加えた１５兆１，５７８億円で

あり、前年度当初に比し２，５９１億円、１．７％の減となっている。

地方公共団体に交付される地方交付税の総額は、これに地方法人税の全額

６，３６５億円、前年度からの繰越金１兆２，６４４億円及び地方公共団体

金融機構の公庫債権金利変動準備金の活用額２，０００億円を加算し、交付

税特別会計借入金に係る償還額４，０００億円及び支払利子額１，５８４億
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円を減額した１６兆７，００３億円であり、前年度に比し５４６億円、

０．３％の減となっている（別添資料第６）。

各地方公共団体における地方交付税の額を見込むに当たっては、前年度の

決定額に単純に地方交付税総額の対前年度比を乗じるなどの方法を用いるこ

とにより、結果として過大な見積りを行うことのないよう、次の事項に特に

ご留意いただきたい。

① 普通交付税

ア 基準財政需要額

（ア）地方財政計画に計上することとしている「重点課題対応分（仮称）」

（２，５００億円）に対応し、普通交付税において、「自治体情報シ

ステム構造改革推進事業」については１，３９５億円程度、「高齢者

の生活支援等の地域のくらしを支える仕組みづくりの推進」について

は４００億円程度、「森林吸収源対策等の推進」については３３０億

円程度を算定することとしていること。

また、上記の他、特別交付税措置を講じることとしていること。

（イ）「まち・ひと・しごと創生事業費」（１兆円）については、平成

２７年度に引き続き「地域の元気創造事業費」（４，０００億円程度、

うち１００億円程度は特別交付税）及び「人口減少等特別対策事業費」

（６，０００億円程度）において措置することとしていること。また、

「人口減少等特別対策事業費」の算定に当たっては、平成２７年度と

同様に、まち・ひと・しごと創生の「取組の必要度」及び「取組の成

果」について、それぞれ５，０００億円程度及び１，０００億円程度

を算定することとしていること。

（ウ）地方財政計画の歳出における特別枠「地域経済基盤強化・雇用等対

策費」に対応し、臨時費目「地域経済・雇用対策費」により２，３００

億円程度（道府県分１，０００億円程度、市町村分１，３００億円程

度）、既存費目の単位費用への算入により２，１５０億円程度（道府

県分１，１００億円程度、市町村分１，０５０億円程度）を算定する

こととしていること。

（エ）平成の合併により、市町村の面積が拡大する等市町村の姿が大きく
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変化したことを踏まえ、平成２６年度又は平成２７年度に見直しを行っ

た支所に要する経費、消防費、清掃費及び離島の増嵩経費については、

引き続き段階的に交付税の算定に反映することとしていること。

また、保健衛生費、社会福祉費及び高齢者保健福祉費については、

単位費用の見直し及び旧市町村における保健福祉に係る住民サービス

経費の算定、その他の教育費及び徴税費については、単位費用の見直

し及び人口密度による補正の充実を行うとともに、保健福祉等に係る

離島の増嵩経費の見直しを行うこととし、平成２８年度以降３年間か

けて段階的に交付税の算定に反映することとしていること。

さらに、平成２９年度以降も、引き続き見直しを行うこととしてい

ること。

（オ）基準財政需要額の増減は、各地方公共団体における公債費又は事業

費補正のウェイト等により各地方公共団体ごとにかなりの差が生じる

ものと見込まれること。

イ 基準財政収入額

（ア）一般的に、道府県分にあっては法人事業税及び地方消費税の増、道

府県民税法人税割及び地方法人特別譲与税の減が見込まれ、市町村分

にあっては固定資産税及び地方消費税交付金の増、市町村民税法人税

割の減が見込まれること。

（イ）基準財政収入額の見積もりに当たっては、地方税制改正を踏まえた

収入見込額を基礎とするとともに、前年度の実績値を基礎数値として

用いるものが多いことに加え、法人関係税等の精算額が加算されるこ

ととなることから、団体ごとの増減は必ずしも一律ではないので、過

少に見積もることのないようにすること。

特に、地方法人特別譲与税及び地方消費税（交付金）については、

統計数値（国勢調査人口及び従業者数）の更新に対応し、平成２８年

度に限り、当該年度の地方法人特別譲与税の譲与見込額、地方消費税

交付金の交付見込額として総務大臣が定める額を算定の基礎とする改

正を行うこととしていること。また、道府県民税所得割及び市町村民

税所得割については、納税義務者数の算定方法を前年度の課税実績に
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算定年度の賦課期日現在（平成２８年１月１日）における２０歳以上

の住民基本台帳人口の対前年度伸率を乗じる方法に見直すこととして

いるため、これを踏まえて見積もる必要があること。

（ウ）法人関係税（地方法人特別譲与税を含む。）、住民税利子割（利子

割交付金を含む。）、住民税所得割（分離譲渡所得分）及び特別とん

譲与税については精算措置を講じることとしているが、法人関係税

（地方法人特別譲与税を含む。）及び住民税利子割（利子割交付金を

含む。）の減収額を対象に減収補塡債を発行する場合には、減収補塡

債発行額は精算措置の対象額から除くこととしていること。

（エ）東日本大震災に係る地方税法の改正等に伴う減収見込額については、

その７５％を加算することとしていること。

ウ 基準財政需要額の伸び率については、基準財政需要額の一部を臨時財

政対策債に振り替える措置を講じる前で比較した場合、平成２７年度に

比し個別算定経費（地域経済・雇用対策費、地域の元気創造事業費、人

口減少等特別対策事業費、公債費及び事業費補正を除く。）にあっては、

道府県分は０．５％程度の減、市町村分は±０．０％程度、包括算定経

費にあっては、それぞれ道府県分７．０％程度の減、市町村分６．５％

程度の減と見込まれること。

エ 臨時財政対策債の発行可能額の配分方式については、引き続き全て財

源不足額を基礎として算出する方式とすることとしていること。

なお、臨時財政対策債の発行可能額の算出方法等については、別途お

知らせする予定であること。

② 特別交付税

ア 交付税総額における特別交付税の割合(現行６％)を平成２８年度には

５％、平成２９年度以降には４％へと段階的に引き下げ、その部分を普

通交付税に移行させることとなっているが、災害の多発、多様化により

災害関連経費が多額に生じていること等から、地方交付税法の本則を改

正するための所要の法律改正を行い、平成２８年度以降の特別交付税の

割合を６％に維持する予定であること。

イ 平成２８年度の特別交付税（震災復興特別交付税を除く。以下同じ。）
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の総額は、平成２７年度に比し０．３％の減となっているので、予算計

上に当たっては、過大に計上することのないよう慎重に見積もること。

特に、平成２７年度において、災害対策等年度によって激変する項目

により多額の交付を受ける地方公共団体にあっては、これらの事由によ

る特別交付税の減少を確実に見込むこと。

ウ 特別交付税の算定に当たっては、特定財源の控除漏れがないか、普通

交付税、他の特別交付税の算定項目、震災復興特別交付税及び過疎対策

事業債との二重計上がないか等について十分点検いただくほか、このよ

うな二重計上等がないよう特別交付税算定担当者間で情報共有を図るな

ど適切な事務の執行に努めていただきたいこと。

(5) 国庫支出金

国庫支出金の総額については、現在のところ確定した額を把握することは

困難であるが、社会保障の充実分を含む社会保障関係費の増加等により、地

方財政計画上１．１％程度の増になるものと見込まれる。

また、平成２８年度における各種交付金の計上額は、別添資料第７のとお

りであり、国有提供施設等所在市町村助成交付金及び施設等所在市町村調整

交付金の予算計上に当たっては、過大に計上することのないよう慎重に見積

もっていただきたい。

(6) 地方債

平成２７年１２月２４日に公表した平成２８年度地方債計画（通常収支分）

（別添資料第８）は、引き続き厳しい地方財政の状況の下で、地方財源の不

足に対処するための措置を講じ、また、地方公共団体が防災・減災対策の強

化、公共施設の老朽化対策及び地域の活性化への取組を着実に推進できるよ

う、所要の地方債資金の確保を図ることとしている。

その総額は１１兆２，０８２億円（前年度比７，１６０億円、６．０％

減）を見込んでいる。

このうち、普通会計分は８兆８，６０７億円（同６，４０２億円、６．７

％減）、公営企業会計等分は２兆３，４７５億円（同７５８億円、３．１％

減）を見込んでいる。

地方債については、次の事項にご留意いただきたい。
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① 地方公共団体が、公共施設等総合管理計画に基づき、既存の公共施設の

集約化・複合化に取り組んでいけるよう、公共施設最適化事業債を１，１３０

億円（前年度比７２０億円、１７５．６％の増）を見込むとともに、既存

の公共施設等の転用事業に係る地域活性化事業債を１１０億円（前年度比

２０億円、２２．２％の増）を見込んでいること。

また、公共施設等総合管理計画に基づく公共施設等の除却に係る地方債

についても、４８０億円（前年度比１４０億円、４１．２％の増）を見込

んでいること。

② 過疎対策事業債については、平成２７年度に引き続き、地方創生に寄与

する事業を推進するため充実することとし、４，２００億円（前年度比

１００億円、２．４％の増）を見込んでいること。

また、平成２７年度に創設した「地方創生特別分」については、地方版

総合戦略の対象期間である平成３１年度まで継続する取扱いとすることと

していること。

辺地対策事業債については、前年度同額の４６５億円を見込んでいるこ

と。

③ 地方公共団体が、引き続き喫緊の課題である防災・減災対策に取り組ん

でいけるよう、緊急防災・減災事業債について５，０００億円（前年度同

額）を見込んでいること。

④ 退職手当債については、将来の人件費の削減に取り組む地方公共団体を

対象に、地方財政法第５条の特例措置を平成２８年度から平成３７年度ま

での１０年間延長することとし、所要の法律改正を行う予定であること。

なお、退職手当債の発行抑制を図る観点から、発行可能額の算定方法の

見直しを行うこととしていること。

⑤ 地方債資金のうち、公的資金については、前年度と同程度の割合を確保

するとともに、臨時財政対策債は市町村（指定都市を除く。）について原

則として全額公的資金を配分することとしていること。

⑥ 満期一括償還地方債の元金償還に充てるための減債基金への積立てにつ

いては、実質公債費比率の算定上、毎年度の積立額を発行額の３０分の１

（３．３％）として設定しており、これを下回る分は減債基金の積立不足
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として取り扱われていることを踏まえ、計画的な積立てを行われたいこと。

⑦ 既存施設の補修・改修に係る事業であって、施設の延命化や機能強化に

資する事業に要する経費については、地方財政法第５条第５号の経費に該

当するものとして、地方債の対象とすることができること。

また、施設の点検・調査等に要する経費については、建設事業の実施に

当たり詳細な点検・調査等をしなければ工事方法の決定ができない場合等、

建設事業を実施するために直接必要と認められる場合には、地方財政法第

５条第５号の経費に該当するものとして、地方債の対象とすることができ

ること。

(7) 使用料・手数料

使用料・手数料については、最近における実績等を勘案し、１兆６，２４７

億円（前年度比２０３億円、１．３％増）になるものと見込んでいる。

２ 歳出

(1) 給与関係経費

給与関係経費については、次の事項にご留意いただきたい。

① 地方財政計画上の職員数については、地方公共団体における定員純減の

取組を勘案するとともに、義務教育教職員の改善増等を見込むことにより、

４，９００人の純減としていること。

ア 義務教育諸学校の教職員については、地方財政計画上、児童生徒数の

減少等に伴う３，６６７人の減員に対して、５２５人の改善増を見込む

ことにより、全体として３，１４２人の減員を見込んでいること。

公立高等学校、公立大学校等の教職員については、児童生徒数の減少

等に伴い、２４７人の減員を見込んでいること。

イ 一般職員（教職員、警察官、警察事務職員及び消防職員を除く職員。）

については、地方財政計画上、２，４５９人の減員としていること。

ウ 警察官については、地方財政計画上、現下の治安状況を勘案し、９９４

人の増員を行うこととしていること。また、警察事務職員については、

４６人の減員を見込んでいること。

② 地方財政計画上の退職手当については、前年度に比し３．３％程度減の

１兆７，５００億円程度計上することとしていること。
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③ 地方公務員共済組合等負担金については、別添資料第９のとおり改定さ

れる予定であること。

④ 平成２８年度においては、前年度に引き続き国の予算において給与改善

費を計上しないこととされたため、地方財政計画においても給与改善費を

計上しないこととしていること。

⑤ 「公務員の給与改定に関する取扱いについて」（平成２７年１２月４日

閣議決定）に基づき国家公務員における給与制度の総合的見直しを踏まえ

た見直しを着実に推進するよう要請したところであり、地方財政計画上の

給料単価等については、地方公共団体において、国家公務員における給与

制度の総合的見直しと同様の見直しを実施するものとして見込んでいるこ

と。

(2) 一般行政経費

一般行政経費については、次の事項にご留意いただきたい。

① 一般行政経費（単独）については、社会保障の充実分等を計上するとと

もに、震災復興特別交付税により別枠で措置することとしている地方税等

の減収分（震災関連）見合い歳出３６１億円を減じ、１４兆３７４億円

（前年度比４１０億円、０．３％増）を計上することとしていること。上

記３６１億円の地方税等の減収については、震災復興特別交付税で補塡さ

れるものであることから、その見合いの歳出とも合わせて東日本大震災分

の歳入歳出に計上しているものであること。

② 国民健康保険・後期高齢者医療制度関係事業費については、国民健康保

険の保険基盤安定制度（保険料軽減分）４，５９７億円、都道府県調整交

付金６，６８５億円、国保財政安定化支援事業１，０００億円及び後期高

齢者医療制度の保険基盤安定制度（保険料軽減分）２，７７１億円を合算

した１兆５，０５３億円（前年度比８２億円、０．５％減）を計上するこ

ととしていること。

③ 高等学校以下の私立学校に対する助成については、地方財政計画に所要

額を計上するとともに、地方交付税措置を講じることとしていること。

また、都道府県が行う私立高等学校の授業料軽減費補助について、地方

財政計画に所要額を計上するとともに、地方交付税措置を講じることとし
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ていること。

なお、私立専修学校高等課程における経済的理由により就学困難な生徒

の経済的負担軽減のための授業料軽減費について、都道府県が補助する際

の経費に対し、地方交付税措置を講じることとしていること。

④ 災害等年度途中における追加財政需要の発生に備えるため、平成２８年

度においては、近年の追加財政需要額の活用状況等を踏まえ、４，２００

億円（前年度同額）を地方財政計画に計上することとしているので、各地

方公共団体においては、年度途中の追加財政需要に適切に対応しうるよう

あらかじめ財源を留保しておくこと。

(3) 投資的経費

投資的経費については、次の事項にご留意いただきたい。

① 国の公共事業関係費は前年度比０．０％増とされたところであるが、地

方財政計画においては、投資的経費のうち直轄事業負担金については、

５，７００億円程度（前年度比約１．４％減）、補助事業費については、

５兆２，０００億円程度（前年度比約１．１％増）となる見込みであるこ

と。また、直轄事業負担金及び補助事業費の合計は、前年度に比し約

０．８％の増となる見込みであること。

② 地方単独事業費については、公共施設等総合管理計画の策定団体数が増

加していることなどを踏まえ、地方公共団体における公共施設の集約化・

複合化等を一層促進するため「公共施設等最適化事業費」を２,０００億円

（前年度比１００．０％増）計上するとともに、引き続き喫緊の課題であ

る防災・減災対策に取り組めるよう「緊急防災・減災事業費」を５，０００

億円（前年度同額）確保することとし、全体で前年度に比し３．０％増の

５兆４，３４１億円を計上することとしていること。

(4) 公債費

公債費については、臨時財政対策債の元利償還金が引き続き増加するもの

の、その他の地方債の元利償還金の減少を踏まえ、全体として、地方財政計

画上前年度に比し１．１％程度の減を見込むこととしている。

(5) 維持補修費

維持補修費については、最近における実績等を勘案し、地方財政計画と決
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算とのかい離を是正する観点も踏まえ、地方財政計画上前年度に比し５．１

％程度の増を見込むこととしている。

(6) 公営企業繰出金

公営企業繰出金については、地方公営企業法等に定める一般会計との間に

おける経費負担区分等の経営に関する基本原則を堅持しながら、地方公営企

業の経営基盤の強化、住民生活に密接に関連した社会資本の整備の推進、公

立病院における医療の提供体制の整備をはじめとする社会経済情勢の変化に

対応した事業の展開等を図るため、地方財政計画に所要額を計上することと

している。

第５ 東日本大震災分の歳入歳出

１ 復旧・復興事業

(1) 歳入

① 震災復興特別交付税

ア 復旧・復興事業の地方負担分、地方税の減収分等を措置する震災復興

特別交付税については、４，８０２億円（平成２７年度震災復興特別交

付税に係る年度調整分１，３２４億円を含む。）を計上することとして

いる。

イ 震災復興特別交付税の算定に当たっては、「震災復興特別交付税の適

正な算定について」（平成２７年９月７日付け総務省自治財政局財政課

復興特別交付税室長通知）を踏まえ、震災復興特別交付税の精算が適切

になされているか十分点検いただくとともに、算定対象とならない経費

や過去に計上した経費を含めて基礎数値を回答することがないよう、震

災復興特別交付税の担当者だけでなく、事業の担当者等も回答内容を確

認するなど適切な事務の執行に努めていただきたい。

ウ 震災復興特別交付税の精算については、過年度に過大又は過少に交付

された額を新規算定額から減額又は加算してきたところであるが、新規

算定額から減額できない額の返還について所要の法律改正を行う予定で

ある。

② 一般財源充当分
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復旧・復興事業のうち地域振興策や将来の災害への備えといった全国に

共通する課題への対応との性質を併せ持つ事業の一般財源所要額に対応す

るため、一般財源充当分として７９億円計上することとしている。

③ 国庫支出金

東日本大震災関係経費１兆２，６００億円程度を見込んでいる。

④ 地方債

平成２７年１２月２４日に公表した平成２８年度地方債計画（東日本大

震災分）（別添資料第１０）においては、復旧・復興事業として、措置対

象外地方負担額に充てるための地方債を含め総額３８２億円を見込んでお

り、その全額について公的資金を確保することとしている。

このうち、普通会計分は３３３億円、公営企業会計等分は４９億円を見

込んでいる。

(2) 歳出

① 直轄事業負担金及び補助事業費

国の東日本大震災関係経費に係る直轄事業負担金及び補助事業費

１兆６，４００億円程度を見込んでいる。

② 地方単独事業費

地方単独事業費については、８９４億円を計上することとしており、そ

の内訳は以下のとおりである。

ア 単独災害復旧事業に係る経費（３７６億円）

イ 地方自治法に基づく職員の派遣、東日本大震災に係る災害復旧等に従

事させるための職員採用に係る経費等（５１８億円）

③ 地方税等の減収分見合い歳出

地方税法等に基づく特例措置分１６９億円、条例減免分８２億円、「復

興特区法等」に基づく特例措置分１１０億円を合算した３６１億円を計上

することとしている。地方税等の減収分見合い歳出３６１億円については、

通常収支分の歳出であるが、上記地方税等の減収分は震災復興特別交付税

で補塡されるものであることから、東日本大震災分の歳入歳出に計上して

いるものである。

２ 全国防災事業
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(1) 歳入

① 地方税

地方税の臨時的な税制上の措置（平成２５年度～平成３５年度）による

収入見込額として７２０億円を計上することとしている。

② 一般財源充当分

地方税の収入見込額を上回る一般財源所要額に対応するため、一般財源

充当分として５８９億円を計上することとしている。

(2) 歳出

東日本大震災関係経費のうち全国防災対策費に係る公債費を１，３１０億

円計上することとしている。

第６ 地方公営企業

１ 地方公営企業を取り巻く厳しい経営環境を踏まえ、公営企業の全面的な「見

える化」を推進するとともに、事業廃止・民営化等を含む抜本的な改革の検討

及び経営戦略の策定を推進し、経営基盤の強化と財政マネジメントの向上を図

ることとしているので、各公営企業におかれては、次の事項にご留意いただき

たい。

(1) 「公営企業の経営に当たっての留意事項について」を踏まえ、各公営企業

が不断の経営健全化等に取り組むにあたっては、その前提として、事業廃止、

民営化等を含む経営のあり方について検討すること。また、事業廃止・民営

化等を含む抜本的な改革の検討に資するよう、各公営企業における抜本的な

改革の取組状況や課題等について調査・公表していくこととしているので、

積極的に活用されたいこと。

(2) 各公営企業においては中長期的な基本計画である「経営戦略」を早期に策

定し、それに基づく計画的かつ合理的な経営を行うこと。また、平成２７年

度中に「経営戦略策定ガイドライン」を公表するので、積極的に活用された

いこと。

なお、「経営戦略」の策定に要する経費について、公営企業の経営に精通

した人材を活用した経営支援活動に要する経費を含め、地方交付税措置を講

じることとしていること。
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(3) 「公営企業会計の適用の推進について」（平成２７年１月２７日付け総務

大臣通知）及び「公営企業会計の適用の推進に当たっての留意事項につい

て」（平成２７年１月２７日付け総務省自治財政局長通知）等を踏まえ、平

成３１年度までの集中取組期間において、下水道事業及び簡易水道事業を重

点事業として公営企業会計への移行に適切に取り組むこと。なお、公営企業

会計の適用が円滑に実施されるよう、適用に要する経費について、公営企業

債の対象とすることとし、所要額を計上していること。

また、平成２７年度から上・下水道事業について公表する経営比較分析表

について、今後、公表分野を拡大するなど、公営企業の全面的な「見える

化」を推進していくこととしているので、抜本的な改革の検討及び経営戦略

の策定等に積極的に活用されたいこと。

２ 公営企業の事業の円滑な推進とその経営基盤の強化に資するため、次の事項

にご留意いただきたい。

(1) 地方債計画においては、上・下水道、交通、病院等住民生活に密接に関連

した社会資本の整備を着実に推進することとし、事業の実施状況等を踏まえ、

所要額を確保していること。

(2) 地方公営企業法を適用していない下水道事業に係る資本費平準化債の発行

可能額を適切に算定するため、減価償却費相当額について、資産毎の平均耐

用年数を用いて算定する方法に改めることとしていること。

(3) 水道事業については、簡易水道事業の統合を推進するため、高料金対策及

び簡易水道の建設改良に係る地方財政措置について、統合後の激変緩和措置

を講じることとしていること。

３ 公立病院改革については、「新公立病院改革ガイドライン」（平成２７年３

月３１日付け総務省自治財政局長通知）に基づき、病院事業を設置している地

方公共団体においては、都道府県が策定する地域医療構想を踏まえつつ、平成

２８年度中に新公立病院改革プランを策定するとともに、その着実な実施に取

り組むことにご留意いただきたい。

その際、プラン策定経費、再編・ネットワーク化に伴う施設・設備の整備費

等について引き続き地方財政措置を講じるほか、特別交付税措置について所要

の見直しを行うこととしているので、ご留意いただきたい。
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前年度予算額 平成２８年度 比較増△減額

( 当 初 ) ( Ａ ) 概 算 額 ( Ｂ ) （Ｂ－Ａ）

％

１． 545,250 576,040      30,790 5.6 

２． 49,540 46,858 △ 2,681 5.4△    

３． 368,630 344,320      △ 24,310 6.6△    

⑴ 公 債 金 60,030 60,500 470 0.8 

⑵ 特 例 公 債 金 308,600 283,820      △ 24,780 8.0△    

963,420 967,218      3,799 0.4 

１． 234,507 236,121      1,614 0.7 

２． 728,912 731,097      2,185 0.3 

　 ⑴ 一 般 歳 出 573,555 578,286      4,731 0.8 

　 ⑵ 地 方 交 付 税 交 付 金 等 155,357 152,811      △ 2,547 1.6△    

963,420 967,218      3,799 0.4 

（注１）計数整理の結果、異同を生ずることがある。

（注２）計数については、それぞれ四捨五入によっているので、端数において合計とは合致しないものがある。

合　　　　　計

歳　　　　　　出

国 債 費

基礎的財政収支対象経費

合　　　　　計

歳　　　　　　入

租 税 及 印 紙 収 入

そ の 他 収 入

公 債 金

平 成 ２ ８ 年 度 一 般 会 計 歳 入 歳 出 概 算

平成27年12月24日

（単位　億円）

区 分 伸 率
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前 年 度 予 算 額 平 成 ２ ８ 年 度 比 較 増 △ 減 額

( 当 初 ) ( Ａ ) 概 算 額 ( Ｂ ) （Ｂ－Ａ）

％

61 61 0△  0.3△     

1,386 1,387 0 0.0 

3,131 3,153 22 0.7 

171 168 3△  1.8△     

26,143 27,069 926 3.5 

3,216 3,277 61 1.9 

163,428 159,914 3,513△  2.1△     

( 155,357 ) ( 152,811 ) ( 2,547△  ) ( 1.6△     )

7,375 7,420 45 0.6 

6,854 7,140 286 4.2 

18,565 17,952 613△  3.3△     

53,349 53,216 133△  0.2△     

299,146 303,110 3,963 1.3 

21,356 21,392 36 0.2 

9,220 9,386 166 1.8 

59,247 59,178 69△  0.1△     

2,962 3,233 270 9.1 

49,801 50,541 740 1.5 

3,500 3,500 － － 

728,912 731,097 2,185 0.3 

( 573,555 ) ( 578,286 ) ( 4,731 ) ( 0.8 )

234,507 236,121 1,614 0.7 

963,420 967,218 3,799 0.4 

（注）前年度予算額は、２８年度概算額との比較対照のため、組替えをしてある。　

防 衛 省

予 備 費

国 債 費

合　　　計

う ち 一 般 歳 出

小　　　計
(基 礎 的 財 政 収 支 対 象 経 費)

環 境 省

警 察 庁

総 務 省

う ち 地 方 交 付 税 交 付 金 等

法 務 省

外 務 省

財 務 省

文 部 科 学 省

厚 生 労 働 省

農 林 水 産 省

経 済 産 業 省

国 土 交 通 省

平成２８年度一般会計歳出概算所管別内訳

（単位　億円）

所 管 別 伸 率

皇 室 費

国 会

裁 判 所

会 計 検 査 院

内 閣 ・ 内 閣 本 府 等

(13)



前年度予算額 平成２８年度 比較増△減額

( 当 初 ) ( Ａ ) 概 算 額 ( Ｂ ) （Ｂ－Ａ）

％

315,326 319,738      4,412 1.4

53,584 53,580 △ 4 △ 0.0

　（ 12,857）（ 12,929 ）（ 72 ) ( 0.6 )

3,932 3,421 △ 511 △ 13.0

155,357 152,811      △ 2,547 △ 1.6

49,801 50,541 740 1.5

59,711 59,737 26 0.0

5,064 5,161 97 1.9

1,856 1,825 △ 31 △ 1.7

8,985 9,308 323 3.6

10,417 10,282 △ 135 △ 1.3

61,379 61,193 △ 185 △ 0.3

3,500 3,500 － －

728,912 731,097      2,185 0.3

）（ 573,555）（ 578,286      ）（ 4,731 ) ( 0.8 )

234,507 236,121      1,614 0.7

963,420 967,218      3,799 0.4

（注）前年度予算額は、２８年度概算額との比較対照のため、組替えをしてある。　

国 債 費

恩 給 関 係 費

そ の 他 の 事 項 経 費

予 備 費

合　　　　　計

防 衛 関 係 費

公 共 事 業 関 係 費

経 済 協 力 費

中 小 企 業 対 策 費

エ ネ ル ギ ー 対 策 費

食 料 安 定 供 給 関 係 費

う ち 一 般 歳 出

地 方 交 付 税 交 付 金 等

平成２８年度一般会計歳出概算主要経費別内訳

（単位　億円）

事 項 伸 率

社 会 保 障 関 係 費

文 教 及 び 科 学 振 興 費

う ち 科 学 技 術 振 興 費

小　　　　　計
(基 礎 的 財 政 収 支 対 象 経 費)

(14)



387,022 億円 374,919 億円 3.2 ％

24,322 億円 26,854 億円 ▲ 9.4 ％

1,233 億円 1,189 億円 3.7 ％

167,003 億円 167,548 億円 ▲ 0.3 ％

88,607 億円 95,009 億円 ▲ 6.7 ％

う ち 臨 時 財 政 対 策 債 37,880 億円 45,250 億円 ▲ 16.3 ％

▲ 79 億円 - 億円 - 

▲ 589 億円 ▲ 275 億円 114.2 ％

約 857,700 億円 852,710 億円 約 0.6 ％

616,792 億円 615,485 億円 0.2 ％

602,292 億円 601,685 億円 0.1 ％

約 203,300 億円 203,351 億円 約 ▲ 0.0 ％

退 職 手 当 以 外 約 185,800 億円 185,291 億円 約 0.3 ％

退 職 手 当 約 17,500 億円 18,060 億円 約 ▲ 3.3 ％

約 358,000 億円 350,589 億円 約 2.1 ％

う ち 補 助 分 約 190,100 億円 185,490 億円 約 2.5 ％

う ち 単 独 分 約 140,400 億円 139,964 億円 約 0.3 ％

う ち ま ち ・ ひ と ・ し ご と 創 生 事 業 費 10,000 億円 10,000 億円 0.0 ％

う ち 重 点 課 題 対 応 分 （ 仮 称 ） 2,500 億円 - 億円 皆増 

4,450 億円 8,450 億円 ▲ 47.3 ％

約 128,100 億円 129,512 億円 約 ▲ 1.1 ％

約 12,200 億円 11,601 億円 約 5.1 ％

約 112,100 億円 110,010 億円 約 1.9 ％

う ち 直 轄 ・ 補 助 分 約 57,700 億円 57,252 億円 約 0.8 ％

う ち 単 独 分 約 54,300 億円 52,758 億円 約 3.0 ％

う ち 緊 急 防 災 ・ 減 災 事 業 費 5,000 億円 5,000 億円 0.0 ％

う ち 公 共 施 設 等 最 適 化 事 業 費 2,000 億円 1,000 億円 100.0 ％

約 25,100 億円 25,397 億円 約 ▲ 1.0 ％

う ち 企 業 債 償 還 費 普 通 会 計 負 担 分 約 15,900 億円 16,247 億円 約 ▲ 2.1 ％

14,500 億円 13,800 億円 5.1 ％

約 857,700 億円 852,710 億円 約 0.6 ％

約 843,200 億円 838,910 億円 約 0.5 ％

約 699,200 億円 693,151 億円 約 0.9 ％

平成27年度
増減率

（見込）

歳
　
　
　
　
入

地 方 税

地 方 譲 与 税

地 方 特 例 交 付 金

地 方 交 付 税

地 方 債

復 旧 ・ 復 興 事 業
一 般 財 源 充 当 分

維 持 補 修 費

１．平成28年度地方財政収支見通しの概要（通常収支分）

歳 出 合 計

（ 水 準 超 経 費 を 除 く ）

地 方 一 般 歳 出

(注) 本表は、地方公共団体の予算編成のための目安として作成したものであり、計数は精査の結果、異動する場合がある。

公 債 費

投 資 的 経 費

公 営 企 業 繰 出 金

水 準 超 経 費

全 国 防 災 事 業
一 般 財 源 充 当 分

歳 入 合 計

「 一 般 財 源 」

（ 水 準 超 経 費 を 除 く ）

歳
　
　
　
　
出

給 与 関 係 経 費

一 般 行 政 経 費

地 域 経 済 基 盤 強 化 ・
雇 用 等 対 策 費

項　　　　　目
平成28年度
（見込）
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4,802 億円 5,898 億円 ▲ 18.6 ％

約 12,600 億円 13,717 億円 約 ▲ 8.0 ％

333 億円 355 億円 ▲ 6.2 ％

79 億円 - 億円 皆増

約 17,900 億円 20,060 億円 約 ▲ 10.8 ％

約 16,400 億円 18,024 億円 約 ▲ 8.8 ％

1,254 億円 1,683 億円 ▲ 25.5 ％

うち地方税等の減収分見合い歳出 361 億円 730 億円 ▲ 50.5 ％

約 17,900 億円 20,060 億円 約 ▲ 10.8 ％

（注）本表は、地方公共団体の予算編成のための目安として作成したものであり、計数は精査の結果、異動する場合がある。

（２）　全国防災事業

720 億円 708 億円 1.7 ％

589 億円 275 億円 114.2 ％

- 億円 1,524 億円 皆減

- 億円 2,397 億円 皆減

1 億円 1 億円 0.0 ％

1,310 億円 4,905 億円 ▲ 73.3 ％

- 億円 3,922 億円 皆減

1,310 億円 983 億円 33.3 ％

1,310 億円 4,905 億円 ▲ 73.3 ％

（注）本表は、地方公共団体の予算編成のための目安として作成したものであり、計数は精査の結果、異動する場合がある。

歳
　
　
入

震 災 復 興 特 別 交 付 税

国 庫 支 出 金

地 方 債

計

２．平成28年度地方財政収支見通しの概要（東日本大震災分）

（１）　復旧・復興事業

項　　　　　目
平成28年度
（見込）

平成27年度
増減率
(見込)

一 般 財 源 充 当 分

項　　　　　目
平成28年度
（見込）

平成27年度
増減率
(見込)

歳
　
　
出

直 轄 ・ 補 助 事 業 費

地 方 単 独 事 業 費

計

歳
　
　
入

地 方 税

一 般 財 源 充 当 分

国 庫 支 出 金

地 方 債

雑 収 入

計

歳
　
　
出

全 国 防 災 対 策 費 に 係 る
直 轄 ・ 補 助 事 業 費

公 債 費

計
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（単位：億円、％）

平成28年度 平 成 27 年 度 増　減　額 増　減　率
区 分 当初予算額 当初予算額 補正額 補　正　後 A－B A－D E／B F／D

Ａ B C B + C     D E F (%) (%)

　　所  得  税 　（ア） 179,750        164,420        11,480          175,900        15,330      3,850        9.3 2.2

　　法  人  税   （イ） 122,330        109,900        7,510 117,410        12,430      4,920        11.3 4.2

　　酒       税　 （ウ） 13,590          13,080          - 13,080          510          510          3.9 3.9

    消  費  税   （エ） 171,850        171,120        - 171,120        730          730          0.4 0.4

   （ア）×３３.１％ 59,497          54,423          3,800 58,223          5,074        1,274        9.3 2.2

 　（イ）×３３.１％ 40,491          36,377          2,486 38,863          4,114        1,629        11.3 4.2

   （ウ）×５０％ 6,795 6,540 - 6,540 255          255          3.9 3.9

   （エ）×２２.３％ 38,323          38,160          - 38,160          163          163          0.4 0.4

    小       計 145,106        135,500        6,286 141,785        9,606        3,321        7.1 2.3

過年度精算分（20年度分等） - -1,659          - -1,659          1,659        1,659        皆減 皆減 

20年度補正予算における臨時財政対策
債振替加算相当額の減額分 -827 -827 - -827 - - 0.0 0.0

21年度補正予算における臨時財政対策
債振替加算相当額の減額分 -984 - - - -984         -984         皆増 皆増 

過年度精算分（26年度分） - - 6,365 6,365 - -6,365 - 皆減 

 小　　計（法定率分等） 143,295        133,013        12,651          145,664        10,281      -2,369      7.7 -1.6

法定加算等 5,536 4,326 - 4,326 1,210        1,210        28.0 28.0

別枠の加算 - 2,300 - 2,300 -2,300      -2,300      皆減 皆減 

臨時財政対策特例加算額 2,747 14,529          - 14,529          -11,782    -11,782    -81.1 -81.1

計

（一般会計繰入れ） 151,578       154,169       12,651         166,819       -2,591     -15,242    -1.7 -9.1

地方法人税法定率分 6,365 4,770 455 5,225 1,595        1,140        33.4 21.8

地方法人税過年度精算分（26年度分） - - 7 7 - -7 - 皆減 

返      還      金 0 0 - 0 -0 -0 -87.4 -87.4

特別会計借入金 - - - - - - - - 

特別会計借入金償還額 -4,000          -3,000          - -3,000          -1,000      -1,000      33.3 33.3

借入金等利子充当分 -1,584          -1,614          - -1,614          30 30 -1.9 -1.9

剰 余 金 の 活 用 - 1,000 - 1,000 -1,000      -1,000      皆減 皆減 

地方公共団体金融機構の公庫債権金
利変動準備金の活用 2,000 3,000 - 3,000 -1,000      -1,000      -33.3 -33.3

前年度からの繰越金 12,644          9,224 - 9,224 3,420        3,420        37.1 37.1

翌年度への繰越金 - - -12,644        -12,644        - 12,644      - 皆減 

計 167,003       167,548       469 168,017       -546        -1,014     -0.3 -0.6
（注）表示単位未満四捨五入の関係で、積み上げと合計が一致しない箇所がある。

平成28年度地方交付税総額算定基礎

国
　
　
　
　
税

一
　
　
　
　
般
　
　
　
　
会
　
　
　
　
計

特
　
　
別
　
　
会
　
　
計
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（単位：億円、％）

交　　付　　金　　名 28年度 27年度 増減額 増減率

交 通 安 全 対 策 特 別 交 付 金 642.4 672.4 △ 30.0 △ 4.5

国有提供施設等所在市町村助成交付金 283.4 275.4 8.0 2.9

施 設 等 所 在 市 町 村 調 整 交 付 金 72.0 70.0 2.0 2.9

電 源 立 地 地 域 対 策 等 交 付 金 1,258.2 1,273.6 △ 15.4 △ 1.2

特定防衛施設周辺整備調 整交 付金 360.2 360.3 △ 0.1 △ 0.0

石 油 貯 蔵 施 設 立 地 対 策 等 交 付 金 54.5 56.4 △ 1.9 △ 3.4

平成２８年度　各種交付金計上額

資料７
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 （単位：億円、％）

１ 16,601 16,389 212 1.3

２ 1,141 1,126 15 1.3

３ 711 647 64 9.9

４ 3,395 3,359 36 1.1

1,248 1,232 16 1.3

381 376 5 1.3

657 649 8 1.2

569 562 7 1.2

540 540 0 0.0

５ 21,474 20,543 931 4.5

4,362 4,351 11 0.3

690 490 200 40.8

871 871 0 0.0

3,221 3,221 0 0.0

6,200 6,200 0 0.0

5,000 5,000 0 0.0

1,130 410 720 175.6

６ 4,665 4,565 100 2.2

465 465 0 0.0

4,200 4,100 100 2.4

７ 345 345 0 0.0

８ 700 1,000 △ 300 △ 30.0

９ 100 100 0 0.0

49,132 48,074 1,058 2.2

１ 4,473 4,334 139 3.2

２ 222 178 44 24.7

３ 1,654 1,786 △ 132 △ 7.4

４ 178 164 14 8.5

５ 461 544 △ 83 △ 15.3

６ 4,434 4,116 318 7.7

７ 458 2,096 △ 1,638 △ 78.1

８ 699 805 △ 106 △ 13.2

９ 11,597 10,981 616 5.6

10 94 114 △ 20 △ 17.5

24,270 25,118 △ 848 △ 3.4

73,402 73,192 210 0.3

計

合 計

港 湾 整 備 事 業

病院事業・介護サービス事業

市 場 事 業 ・ と 畜 場 事 業

地 域 開 発 事 業

下 水 道 事 業

計

観 光 そ の 他 事 業

二 公 営 企 業 債

水 道 事 業

工 業 用 水 道 事 業

交 通 事 業

電 気 事 業 ・ ガ ス 事 業

緊 急 防 災 ・ 減 災

（2） 過 疎 対 策

公 共 用 地 先 行 取 得 等 事 業

行 政 改 革 推 進

調 整

（4） 地 方 道 路 等

（5） 旧 合 併 特 例

辺 地 及 び 過 疎 対 策 事 業

（1） 辺 地 対 策

（7） 公 共 施 設 最 適 化

（6）

（1） 一 般

（2） 地 域 活 性 化

（3） 防 災 対 策

（3）

（4） 一 般 補 助 施 設 等

（5） 施 設 （ 一 般 財 源 化 分 ）

一 般 単 独 事 業

教育・福祉施設等整備事業

（1） 学 校 教 育 施 設 等

（2） 社 会 福 祉 施 設

災 害 復 旧 事 業

平成２８年度地方債計画

(C)/(B)×100

一 一 般 会 計 債

公 共 事 業 等

公 営 住 宅 建 設 事 業

（ 通 常 収 支 分 ）

計画額 (B)
項 目

平成28年度 平成27年度 差 引 増 減 率

計画額 (A) (A)-(B) (C)

一 般 廃 棄 物 処 理
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 （単位：億円、％）

 三 37,880 45,250 △ 7,370 △ 16.3

800 800 0 0.0

( 302 ) ( 345 ) (△ 43 ) ( △ 12.5 )

( 302 ) ( 345 ) (△ 43 ) ( △ 12.5 )

112,082 119,242 △ 7,160 △ 6.0

  88,607 95,009 △ 6,402 △ 6.7

  23,475 24,233 △ 758 △ 3.1

資  金  区  分

46,115 49,578 △ 3,463 △ 7.0

28,076 30,381 △ 2,305 △ 7.6

18,039 19,197 △ 1,158 △ 6.0

( ) ( 302 ) ( 345 ) (△ 43 ) ( △ 12.5 )

65,967 69,664 △ 3,697 △ 5.3

36,900 40,000 △ 3,100 △ 7.8

29,067 29,664 △ 597 △ 2.0

１

２

３

（備　考）

　財政再生団体が発行する再生振替特例債

　２　国の予算等貸付金債の（　）書は、災害援護資金貸付金などの国の予算等に基づく貸付金を財源と
　　するものであって外書である。

銀 行 等 引 受

　資金区分の変更等を行う場合において発行する借換債

　地方税等の減収が生じることとなる場合において発行する減収補塡債

その他同意等の見込まれる項目

地方公共団体金融機構資金

国 の 予 算 等 貸 付 金

民 間 等 資 金

市 場 公 募

国 の 予 算 等 貸 付 金 債

総 計

内 普 通 会 計 分

公 的 資 金

財 政 融 資 資 金

訳 公 営 企 業 会 計 等 分

臨 時 財 政 対 策 債

四 退 職 手 当 債

 五

項 目
平成28年度 平成27年度 差 引 増 減 率

計画額 (A) 計画額 (B) (A)-(B) (C) (C)/(B)×100

　１　一般補助施設等のうち、特別転貸債分として44億円を計上している。

(20)



【地方公務員共済組合】

義　務
教育職

その他
教育職

警察官 事務職

長期 123.2284‰ 120.7136‰

50.8‰ 60.0‰ 35.6‰ 22.5‰ 20.0‰ 20.5‰

短期  給料 71.59% 69.68‰

 短期＋福祉 64.02‰ 61.20‰

 育休介護手当金 0.34‰ 0.40‰

 介護納付金 7.23‰ 7.82‰

 特別財政調整 － 0.26‰

 期末手当等 55.25‰ 54.88‰

 短期＋福祉 49.41‰ 48.21‰

 育休介護手当金 0.26‰ 0.31‰

 介護納付金 5.58‰ 6.16‰

 特別財政調整 － 0.20‰

240円 10,760円

【地方議会議員共済会】

(備考）「給付費」の負担金率については、各共済会の定款に定める標準報酬をベースとしている。

事 務 費

57.96‰

町村議会議員市議会議員

13,129円11,378円18,293円

58.29‰

44.53‰

0.41‰

66.35‰

0.12‰

40.51‰

46.10‰

－

7.88‰

0.18‰

平成２８年度　地方公務員共済組合負担金等の組合別負担率等

区 分

（備考）市町村一般職の事務費については、標準的な市町村職員共済組合に係る額である。

事 務 費

警　　察

追 加 費 用

 給料

 期末手当等

 公経済

公立学校

95.1097‰

37.7‰

都道府県

一 般 職

市町村

一般職

109.3930‰ 136.8747‰

51.24‰

0.48‰

6.24‰

－

50.36‰

給　　付　　費

5.42‰

－

240円

区 分

240円

－

5.47‰

41.0/10022.6/100

都道府県議会議員

41.0/100
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(１) 復旧・復興事業
 （単位：億円、％）

一般会計債

　　公営住宅建設事業 323 345 △ 22 △ 6.4

　　災害復旧事業 18 33 △ 15 △ 45.5

　　一般単独事業 10 10 0 0.0

公営企業債

　　水道事業 1 2 △ 1 △ 50.0

　　病院事業・介護サービス事業 - 1 △ 1 △ 100.0

　　市場事業・と畜場事業 4 2 2 100.0

　　下水道事業 22 17 5 29.4

被災施設借換債 4 15 △ 11 △ 73.3

国の予算等貸付金債 ( 15 ) ( 20 ) ( △ 5 ) ( △ 25.0 )

( 15 ) ( 20 ) ( △ 5 ) ( △ 25.0 )

382 425 △ 43 △ 10.1

333 355 △ 22 △ 6.2

49 70 △ 21 △ 30.0

259 290 △ 31 △ 10.7

123 135 △ 12 △ 8.9

( 15 ) ( 20 ) ( △ 5 ) ( △ 25.0 )

(２) 全国防災事業
 （単位：億円、％）

一般会計債

　　全国防災事業 - 2,397 △ 2,397 皆減

- 2,397 △ 2,397 皆減

- 2,397 △ 2,397 皆減

- 2,019 △ 2,019 皆減

- 378 △ 378 皆減

( 国 の 予 算 等 貸 付 金 )

財 政 融 資 資 金

普 通 会 計 分内
訳

公 的 資 金

公 営 企 業 会 計 等 分

地方公共団体金融機構資金

資
金
区
分

総 計

計 画 額 (A)

平 成 28 年 度 平 成 27 年 度

計 画 額 (B) (C)/(B)×100
項 目

　３　上記以外の公営企業の事業区分において発行する震災減収対策企業債

項 目
平 成 27 年 度

(A)-(B) (C) (C)/(B)×100

平成２８年度地方債計画

（ 東 日 本 大 震 災 分 ）

差 引 増 減 率

(A)-(B) (C)

内
訳

普 通 会 計 分

総 計

　１　東日本大震災復興特別会計予算に係る国庫支出金を受けて事業を実施する場合に発行する一般補助施設
　　整備等事業債

差 引

　２　上記以外の東日本大震災復興特別会計予算に係る復興交付金等を受けて事業を実施する場合に発行する
　　公営企業債

計 画 額 (B)

増 減 率

（備　考）
　　国の予算等貸付金債の（　）書は、国の予算等に基づく貸付金を財源とするものであって外書である。

計 画 額 (A)

資
金
区
分

公 的 資 金

　　その他同意等の見込まれる項目

地方公共団体金融機構資金

平 成 28 年 度

財 政 融 資 資 金

資料10
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